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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

  

☑ 行った 

（医療分） 

・令和４年９月９日 令和５年度計画検討のために開催する事業計画検討ワーキ

ンググループの中で実施 

 ・なお、県の政策評価制度においても事後評価を実施。 

  

（介護分） 

 ・令和４年度長崎県福祉保健審議会高齢者専門分科会（令和４年８月開催）にお

いて、事後評価を実施。 

 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

  

・コロナ禍により執行率や成果が低下しているようなので、執行率を高める取組を

行うこと。 

（令和４年９月９日 令和５年度計画検討のために開催する事業計画検討ワーキ

ンググループ） 

 

 

  



 

2 

 

２．目標の達成状況 

 
■長崎県全体（目標） 

 

１．目標 

   

長崎県においては、以下に記載する医療介護総合確保区域に課題を解決し、県民が地域

において、安心して生活できるようにすることを目標とする。 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○高度急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切な医療を、地域において効果 

的かつ効率的に提供する体制を整備し、将来推計に基づく適切な地域医療の分化・連

携を促進する「地域医療構想」実現のための事業を実施する。 

○平成 26、27 年度計画においては、県内全域を網羅する医療情報ネットワークの導入

支援や機能拡充、また、拠点的がん診療医療機関の高度化等の事業を実施した。 

○本計画では、各医療機関から提出された「病床機能報告」の結果を踏まえながら、回

復期病床が明らかに不足すると認められる地域については、病床の機能分化・連携を

推進するために施設等の整備を支援する。 

○このほか、県内全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医

療現場での活用などを推進するための機能拡充を行うことで、医療機関の機能分化・

連携を推進する。 

【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 ４箇所 

・令和７年度までに新たに整備する回復期病床数 3,000 床 

（平成 27 年度 回復期病床数 2,934 床） 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようにす

るためには、円滑な退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、看取り等様々な局面

で包括的かつ継続的な在宅医療・介護の提供を行う必要がある。 

○在宅医療を行う医療機関や「かかりつけ医」の不足に対応できるように、平成 26 年

度計画では確保・育成のための研修を実施し、地域の在宅医療の拠点となる施設につ

いても整備を進めている。 

○また、平成 27 年度計画では、周産期母子医療センターを退院した小児等に対する在

宅での療養を支援する体制の整備が十分とは言えず、NICU 病床満床や、家族の負担

が大きい理由の一つになっていることから、医療と介護が連携して、地域で受け入れ

ることができる体制整備を進めている。 
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○本計画では、医師、歯科医師、看護師、薬剤師といった多職種が連携して在宅医療に

取り組むことを促進するための研修や、がん診療に関する研修、在宅歯科医療拠点や

訪問看護事業所への支援等を実施する。 

【目標値】 

・県内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅） 

            （平成 23 年度）15.6％→（平成 29 年度）18.0％ 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県

老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎

県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32 年度）に基づき介護

サービスを提供する施設の整備を行う。 

【目標値】 

・小規模多機能型居宅介護事業所        １箇所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   １箇所 

・介護老人保健施設等への転換整備       １箇所 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

 ○多くの地域において医療従事者の確保が困難となる中で、医師・看護職員等の人材確

保を図るため、医師確保や離職した看護職員に対する復職の支援、勤務環境の改善に

よる職員の定着支援を行う仕組み等を設け、県内の需給バランスに対応する。 

○平成 26 年度計画においては、特に不足している小児科、産科、救急等の医師等を確

保するため、新生児専門医への手当、救急専門医への支援や、医療従事者への研修を

実施した。また、看護職員確保のための、新人研修や専門的な研修を実施したほか、

就労環境に関する相談窓口を実施した。 

○平成 27 年度計画においては、専属病理医の不在や病理を専攻する学生の減少、発達

障害等に対応可能な医師の不足などに対する支援を行った。 

○本計画においても、引き続き、修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における

県内就業を促進する取組への支援等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の

育成・確保を図る。 

○また、特に地域医療を担う病院勤務医の不足を解消するため、魅力ある研修プログラ

ムやキャリアパス支援の検討、及び研修医確保事業等を実施するなど、将来的な臨床

研修病院群による研修システムの構築を図りながら、医師の育成・確保を図る。 

【目標値】 

・県内の病院で採用する初期臨床研修医の数 

             （平成 21 年度）70 人→（平成 27 年度）100 人 

  ・不足している診療科目の医師の確保 

  ・需給バランス（看護職員需給見通し）に対応した看護職員の安定的確保 



 

4 

 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

 

     長崎県においては、今後、高齢化の一層の進展に伴う介護サービス需要の増加により、

令和７年度に必要とされる介護人材は、平成２４年度に比べて、約１３，０００人が新

たに必要と推計されており、地域包括ケアシステム構築の実現に向けて、介護人材の確

保は質・量の両面から喫緊の課題となっている。 

そのため、県内の関係団体や関係機関などと連携して、介護のイメージアップの取

り組みを推進するとともに、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・後の女性などの多

様な人材の参入を図る。 

また、資質の向上の観点から特に必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

   ○介護人材等の確保に向けた取組  

(参入促進)  

・学生、保護者、教員等への介護の職場体験事業 参加者 180人 

・定着支援研修 参加者 60人 

(資質の向上) 

・介護職員初任者研修受講支援 170事業所 

・有資格者への再就労支援研修 参加者 30名 

・地域リハビリテーション活動支援研修 修了認定者 138人 

 

２．計画期間 

   平成 27 年度～令和 6 年度 

 
□長崎県全体（達成状況） 

 

１）目標の達成状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

  ・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 ４箇所→０箇所 

・令和７年度までに新たに整備する回復期病床数 3,000 床→756 病床 

（平成 27 年度 回復期病床数 2,934 床→令和 2 年度 回復期病床数 3,690 床） 

  

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

  ・県内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅） 

                         （平成 28 年度）18.6％ 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所      １箇所 
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・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １箇所 

・介護老人保健施設等への転換整備     １箇所 

 

 ④ 医療従事者の確保に関する目標 

・県内の病院で採用する初期臨床研修医の数 （平成 28 年度）114 人 

・不足している診療科目の医師の確保を促進するため、キャリアアップや経済的な支援

を行った。 

・需給バランス（看護職員需給見通し） 

「需給見通し上の需要数」に対する「就業看護職員数」の割合 

（平成 26 年度）95.1％ ※現時点公表の最新値 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標の達成状況  

 (参入促進)  

・学生、保護者、教員等への介護の職場体験事業 参加者 ４７８人 

・定着支援研修 参加者 ４４人 

(資質の向上) 

・介護職員初任者研修受講支援 ２０事業所（３４名） 

・地域リハビリテーション活動支援研修 修了認定者３７５人 

 

２）見解 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

補助制度は活用していないものの、自主的な病床転換が図られた。また、先進的な地

域医療構想に関する研修等を行い、地域医療構想実現にあたって、地域の医療・介護関

係者で構想の理念や方向性の共有が図られた。 

  

 ② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   連携窓口の設置や研修等の実施により、多職種間での連携が図られ、在宅医療の普及

や人材の養成へと繋がった。また、医療従事者だけではなく一般市民への在宅医療の理

解促進、普及啓発を実施することができた。 

 

 ③ 介護施設等の整備 

・市町の公募手続き等に時間を要し一部の箇所で進捗に遅れが生じているものの、引き

続き市町計画に基づく事業への支援を実施していく。 

 

  ④ 医療従事者の確保に関する目標 

   医師及び看護師等の確保に向けて、医学生や看護師等養成所への支援、離島地域や不

足する診療科への対策、離職防止や再就職支援、資質向上など様々な事業を実施し、医

療従事者の確保を行っている。 
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⑤ 介護従事者の確保  

  ・参入促進に関して、合同面談会などのマッチングに取り組んだが、福祉人材センター

紹介による就職者数は、目標を達成できなかった。主な要因として、景気等の影響も

あり、介護職を希望する求職者が減少する中、福祉人材センターの周知不足や、求職

者・求人双方への情報提供やマッチングが十分でなかったこと、また、中・高生を対

象とした介護の基礎講座を通じて、介護職への意識を高めた学生が増加し、一定の効

果が得られているにもかかわらず、その後の情報提供や保護者への理解促進のための

働きかけなど、就労につなげるまでの継続した支援が十分でなかったことなどが考え

られる。 

 ・労働環境の改善に関して、各圏域に専任のアドバイザーを配置し、セミナーの開催や

介護事業所からの経営や労働環境改善の個別相談を受理し、助言等を行い、一定、経

営や労働環境改善に寄与したが、関係機関との調整に時間を要し、事業の周知期間が

十分に確保できなかったことから、目標を大きく下回ってしまった。 

   ・資質の向上に関して、小規模事業所が連携した合同研修については、概ね目標を達成

できたが、介護職員初任者研修等受講料の助成については、周知不足により、目標に

達しなかった。また、代替職員確保経費の助成については、勤務シフトの変更等によ

り、勤務の調整をしたり、短期間の研修では、そもそも代替職員の確保が困難等によ

り、実績があがらなかった。まずは、代替職員を確保しやすくする仕組み作り（人材

バンク）の検討が必要と考えられる。 

 

３）改善の方向性 

  ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

   基金の活用を促すため、事業対象の範囲の拡大や周知方法など検討する。 

   あじさいネットにおける健康診断結果の共有に向けた調査事業の結果の関係者間で 

の共有、検証を行い、事業の具体化に向けて検討する。 

 

  ② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   在宅医療を切れ目なく提供する体制を構築するために、今後も引き続き、医師会等と 

連携した在宅医療の拠点整備及び多職種間の連携体制の構築・拡大や、在宅医療・介護 

サービスに関する周知、看取りについての意識改革等の啓発を実施していけるよう事業 

内容を検討する。 

 

  ④ 医療従事者の確保に関する目標 

   地域医療に従事する医師の育成、ICT を活用した研修によりコロナ過でも医学修学 

  生のモチベーション低下の防止、産科・小児科・総合診療科等の不足する専門医の確保 

  を図るための事業を検討する。 

   県内就業促進に向けた意識改革や効果的な取組みの要請、インターンシップの早期実 
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施や採用情報の更新等ホームページの充実等への働きかけ、看護職員修学資金を効果的 

に貸与するための条件見直し等事業内容を検討する。 

 

４）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 
■長崎区域（目標と計画期間） 

１．目標 

長崎区域は、人口が集中し、医療や介護サービスが一定程度確保されている中心地域と、

西海市など、少子高齢化の進行が著しく、医療機関や介護施設等が不足している地域があ

り、区域内での格差が大きい。こうした区域内の実情を十分に踏まえたうえで、少子高齢

化に対応するため、医療・介護が一体となって、医療提供体制の偏在解消や、地域包括ケ

アシステムの構築の実現を図る。 

 

表_長崎区域の現在人口と将来人口の比較 

 

 
① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における施設等の整備を推進し、県

内全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医療現場での活

用などを推進するための機能拡充を行うなどして、医療機関の機能分化・連携を促進

する。 

○また、地域内の医療介護の連携、役割分担を円滑に進めていくため、医療・介護関係施

設の連携のあり方等についての多職種向けの研修を行い、人材を育成する。 

【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 

・医療機能の分化・連携を推進するための多職種向けの研修の実施 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○多職種連携による在宅医療を促進するための研修を実施するほか、在宅歯科医療拠点
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や訪問看護事業所への支援を行う。また、在宅医療における衛生材料・医療材料の供給

を円滑に行うための体制整備を推進する。 

【目標値】 

・区域内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅）の増加 

   ・在宅歯科医療連携室の設置 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県

老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎

県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32 年度）に基づき介護

サービスを提供する施設の整備を行う。 

 【目標値】 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所  １箇所 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における県内就業を促進する取組への支

援等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の育成・確保を図るとともに、専

属病理医、発達障害等に対応可能な医師の確保など、個別の地域医療課題の解決を図

る。 

【目標値】 

・病院で採用する初期臨床研修医数の増加（県全体目標再掲） 

・不足している診療科目の医師の確保（県全体目標再掲） 

・需給バランスに対応した看護職員の安定的確保（県全体目標再掲） 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

○介護のイメージアップの取り組みを推進し、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・

後の女性などの多様な人材の参入を図るとともに、人材養成、資質の向上の観点から

特に必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

   ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

２．計画期間  平成 28 年度～令和 6 年度 

 
□長崎区域（達成状況）              【継続中（令和２年度の状況）】 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

●病床機能の分化、連携を推進するための施設・設備の整備について 

  １）目標の達成状況 
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    医学的リハビリテーションやがん診療に必要な設備を整備し、また、医療機関の

機能分化・連携に資する補助制度の検討を行った。 

  ２）見解 

回復期病床が不足する地域における機器整備やがん診療に対する設備整備を行う

ことで、医療提供体制が充実し、医療機関の機能分化・連携が一定程度進んだ。 

地域医療構想に基づく医療機関の機能分化・連携をより推進するため、翌年度以降

も、引き続き、計画に基づき取り組むこととする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

●自宅等死亡割合について 

  １）目標の達成状況 

    在宅医療の導入や資質向上のための研修や広報を実施した。また、在宅医療にお

ける衛生材料等の供給体制の構築、周産期母子医療センター等にコーディネーター

を設置し安心して在宅療養するための体制の整備を行ったことで、県民が医療や介

護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続でき

る環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

かかりつけ医の普及定着等、在宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、

周産期母子医療センターへのコーディネーターの設置、在宅医療に必要な医療・衛生

材料の薬局からの提供体制の構築などの体制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

１）目標の達成状況 

・小規模多機能型居宅介護事業所  １箇所  

２）見解 

・公募手続き等に時間を要し一部の箇所で進捗に遅れが生じているものの、引き続き

市町計画に基づく事業への支援を実施していく。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

●初期臨床研修医数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    専門医を目指す医師への助成制度等により、初期臨床研修医にとって、勤務先地域

としての魅力が一定程度増進した。 

  ２）見解 

    おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組んで

いくこととする。 
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●看護職員の安定的確保について 

１）目標の達成状況 

民間立養成所の運営を支援するとともに、看護職員の勤務環境改善や研修体制の整

備を推進し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

２）見解 

看護師等養成所の健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的な供給が行われ

ている。また、新人看護研修や、がん・糖尿病等の専門研修によるキャリアアップ、

病院内保育所の運営支援などの勤務環境の改善を通じて、離職防止及び再就業を推進

し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

１）目標の達成状況  

    ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。  

・県全体分達成状況再掲 

２）見解 

・事業対象区域は県全体であるため、県全体の見解と同様とする。 

 

３）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 
■佐世保県北区域（目標と計画期間） 

１．目標 

佐世保県北区域は、人口が集中し、医療や介護サービスが一定程度確保されている佐世

保市と、少子高齢化の進行が著しく、医療機関や介護施設等が不足している県北地域の格

差が大きい。このため、区域内における医療・介護施設間の機能分担・連携や、不足する

医師の確保等について、本計画で実施する協議会の検討等を踏まえながら、効果的な事業

を推進する必要がある。 

 

表 佐世保県北区域の現在人口と将来人口の比較 
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 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における施設等の整備を推進し、県

内全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医療現場での活

用などを推進するための機能拡充を行うなどして、医療機関の機能分化・連携を促進

する。 

○周産期母子医療センターを支援できる医療体制を構築するため、母体胎児の監視シス

テムを整備することで、周産期医療における医療機関の機能分・連携を推進する 

【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 

・周産期母子医療センター支援のための設備整備 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○多職種連携による在宅医療を促進するための研修を実施するほか、在宅歯科医療拠点

や訪問看護事業所への支援を行う。また、在宅医療における衛生材料・医療材料の供

給を円滑に行うための体制整備を推進する。 

【目標値】 

・区域内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅）の増加 

  ・在宅歯科医療連携室の設置 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県

老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎

県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32 年度）に基づき介護

サービスを提供する施設の整備を行う。 

【目標値】 

   ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  １箇所 

   ・介護老人保健施設等への転換整備      １箇所 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における県内就業を促進する取組への支

援等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の育成・確保を図るとともに、専

属病理医、発達障害等に対応可能な医師の確保など、個別の地域医療課題の解決を図

る。 

【目標値】 

・病院で採用する初期臨床研修医数の増加（県全体目標再掲） 

・不足している診療科目の医師の確保（県全体目標再掲） 

・需給バランスに対応した看護職員の安定的確保（県全体目標再掲） 
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⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

○介護のイメージアップの取り組みを推進し、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・

後の女性などの多様な人材の参入を図るとともに、人材養成、資質の向上の観点から

特に必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

   ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

２．計画期間  平成 28 年度～令和 6 年度 

 

□佐世保県北区域（達成状況）          【継続中（令和２年度の状況）】 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

●病床機能の分化、連携を推進するための施設・設備の整備について 

  １）目標の達成状況 

    医学的リハビリテーションやがん診療に必要な設備を整備し、また、医療機関の

機能分化・連携に資する補助制度の検討を行った。 

  ２）見解 

回復期病床が不足する地域における機器整備やがん診療に対する設備整備を行う

ことで、医療提供体制が充実し、医療機関の機能分化・連携が一定程度進んだ。 

地域医療構想に基づく医療機関の機能分化・連携をより推進するため、翌年度以降

も、引き続き、計画に基づき取り組むこととする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

●自宅等死亡割合について 

  １）目標の達成状況 

    在宅医療の導入や資質向上のための研修や広報を実施した。また、在宅医療にお

ける衛生材料等の供給体制の構築、周産期母子医療センター等にコーディネーター

を設置し安心して在宅療養するための体制の整備を行ったことで、県民が医療や介

護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続でき

る環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

かかりつけ医の普及定着等、在宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、

周産期母子医療センターへのコーディネーターの設置、在宅医療に必要な医療・衛生

材料の薬局からの提供体制の構築などの体制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 
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③ 介護施設等の整備に関する目標 

１）目標の達成状況 

    定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １箇所 

介護老人保健施設等への転換整備     １箇所 

２）見解 

現状における介護施設等の利用状況の把握に努め、必要な施設整備について検討し

ていく。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

●初期臨床研修医数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    専門医を目指す医師への助成制度等により、初期臨床研修医にとって、勤務先地域

としての魅力が一定程度増進した。 

  ２）見解 

    おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組んで

いくこととする。 

 

●看護職員の安定的確保について 

１）目標の達成状況 

民間立養成所の運営を支援するとともに、看護職員の勤務環境改善や研修体制の整

備を推進し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

２）見解 

看護師等養成所の健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的な供給が行われ

ている。また、新人看護研修や、がん・糖尿病等の専門研修によるキャリアアップ、

病院内保育所の運営支援などの勤務環境の改善を通じて、離職防止及び再就業を推進

し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

１）目標の達成状況  

    ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。  

・県全体分達成状況再掲 

２）見解 

・事業対象区域は県全体であるため、県全体の見解と同様とする。 

 

３）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■県央区域（目標と計画期間） 

１．目標 

県央区域は、交通の要衝であり、県の中心部に位置しているため、高次の医療機関が存

在し、医療機関や介護施設へのアクセスも他の区域によりも比較的確保されている。高齢

化率も県内では最も低いが、その地理的特性から、隣接する県南区域からの患者等の流入

があり、こうした実情を見据えたうえで、少子高齢化に対応するための医療・介護供給体

制の構築が必要である。 

 

表 県央区域の現在人口と将来人口の比較 

 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における施設等の整備を推進し、県

内全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医療現場での活

用などを推進するための機能拡充を行うなどして、医療機関の機能分化・連携を促進

する。 

【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○多職種連携による在宅医療を促進するための研修を実施するほか、在宅歯科医療拠点

や訪問看護事業所への支援を行う。また、在宅医療における衛生材料・医療材料の供給

を円滑に行うための体制整備を推進する。 

【目標値】 

・区域内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅）の増加 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県

老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎

県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32 年度）に基づき介護
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サービスを提供する施設の整備を行う。 

 【目標値】 

  ・なし 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における県内就業を促進する取組への支

援等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の育成・確保を図るとともに、専属

病理医、発達障害等に対応可能な医師の確保など、個別の地域医療課題の解決を図る。 

【目標値】 

・病院で採用する初期臨床研修医数の増加（県全体目標再掲） 

・不足している診療科目の医師の確保（県全体目標再掲） 

・需給バランスに対応した看護職員の安定的確保（県全体目標再掲） 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

○介護のイメージアップの取り組みを推進し、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・

後の女性などの多様な人材の参入を図るとともに、人材養成、資質の向上の観点から

特に必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

   ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

２．計画期間  平成 28 年度～令和 6 年度 

 

□県央区域（達成状況）              【継続中（令和２年度の状況）】 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

●病床機能の分化、連携を推進するための施設・設備の整備について 

  １）目標の達成状況 

    医学的リハビリテーションやがん診療に必要な設備を整備し、また、医療機関の

機能分化・連携に資する補助制度の検討を行った。 

  ２）見解 

回復期病床が不足する地域における機器整備やがん診療に対する設備整備を行う

ことで、医療提供体制が充実し、医療機関の機能分化・連携が一定程度進んだ。 

地域医療構想に基づく医療機関の機能分化・連携をより推進するため、翌年度以降

も、引き続き、計画に基づき取り組むこととする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

●自宅等死亡割合について 

  １）目標の達成状況 
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    在宅医療の導入や資質向上のための研修や広報を実施した。また、在宅医療にお

ける衛生材料等の供給体制の構築、周産期母子医療センター等にコーディネーター

を設置し安心して在宅療養するための体制の整備を行ったことで、県民が医療や介

護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続でき

る環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

かかりつけ医の普及定着等、在宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、

周産期母子医療センターへのコーディネーターの設置、在宅医療に必要な医療・衛生

材料の薬局からの提供体制の構築などの体制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

１）目標の達成状況 

  ・達成状況なし。 

２）見解 

・引き続き介護施設等の利用状況の把握に努め、必要な施設整備について検討して 

いく。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

●初期臨床研修医数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    専門医を目指す医師への助成制度等により、初期臨床研修医にとって、勤務先地域

としての魅力が一定程度増進した。 

  ２）見解 

    おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組んで

いくこととする。 

 

●看護職員の安定的確保について 

１）目標の達成状況 

民間立養成所の運営を支援するとともに、看護職員の勤務環境改善や研修体制の整

備を推進し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

２）見解 

看護師等養成所の健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的な供給が行われ

ている。また、新人看護研修や、がん・糖尿病等の専門研修によるキャリアアップ、

病院内保育所の運営支援などの勤務環境の改善を通じて、離職防止及び再就業を推進

し、看護職員の安定的な確保を促進した。 
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⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

１）目標の達成状況  

    ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。  

・県全体分達成状況再掲 

 

２）見解 

・事業対象区域は県全体であるため、県全体の見解と同様とする。 

 

３）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 
■県南区域（目標と計画期間） 

１．目標 

県南区域は、南北約 40km、東西約 15km の島原半島を中心に位置し、北部は高次の医

療機関が存在する県央区域に地理的に近いが、南部はやや交通アクセスが不便である。 

特に南部を中心に、本土部の区域の中でも最も少子高齢化の進行が早く、こうした実情

を見据えたうえで、少子高齢化に対応するための医療・介護供給体制の構築が必要である。 

 

表 県南区域の現在人口と将来人口の比較 

 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における施設等の整備を推進し、県内

全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医療現場での活用な

どを推進するための機能拡充を行うなどして、医療機関の機能分化・連携を促進する。 

【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 

・医療機能の分化・連携を推進するための多職種向けの研修の実施 

 



 

18 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○多職種連携による在宅医療を促進するための研修を実施するほか、在宅歯科医療拠点や

訪問看護事業所への支援を行う。また、在宅医療における衛生材料・医療材料の供給を

円滑に行うための体制整備を推進する。 

【目標値】 

・区域内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅）の増加 

 ・在宅歯科医療連携室の設置 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県老

人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎県老

人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32年度）に基づき介護サービ

スを提供する施設の整備を行う。 

【目標値】 

 ・なし 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における県内就業を促進する取組への支援

等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の育成・確保を図るとともに、専属病

理医、発達障害等に対応可能な医師の確保など、個別の地域医療課題の解決を図る。 

【目標値】 

・病院で採用する初期臨床研修医数の増加（県全体目標再掲） 

・不足している診療科目の医師の確保（県全体目標再掲） 

・需給バランスに対応した看護職員の安定的確保（県全体目標再掲） 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

○介護のイメージアップの取り組みを推進し、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・後

の女性などの多様な人材の参入を図るとともに、人材養成、資質の向上の観点から特に

必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

 ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

２．計画期間  平成 28 年度～令和 6 年度 

 
□県南区域（達成状況）              【継続中（令和２年度の状況）】 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

●病床機能の分化、連携を推進するための施設・設備の整備について 
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  １）目標の達成状況 

    医学的リハビリテーションやがん診療に必要な設備を整備し、また、医療機関の

機能分化・連携に資する補助制度の検討を行った。 

  ２）見解 

回復期病床が不足する地域における機器整備やがん診療に対する設備整備を行う

ことで、医療提供体制が充実し、医療機関の機能分化・連携が一定程度進んだ。 

地域医療構想に基づく医療機関の機能分化・連携をより推進するため、翌年度以降

も、引き続き、計画に基づき取り組むこととする。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

●自宅等死亡割合について 

  １）目標の達成状況 

    在宅医療の導入や資質向上のための研修や広報を実施した。また、在宅医療にお

ける衛生材料等の供給体制の構築、周産期母子医療センター等にコーディネーター

を設置し安心して在宅療養するための体制の整備を行ったことで、県民が医療や介

護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続でき

る環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

かかりつけ医の普及定着等、在宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、

周産期母子医療センターへのコーディネーターの設置、在宅医療に必要な医療・衛生

材料の薬局からの提供体制の構築などの体制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

 １）目標の達成状況 

   達成状況なし 

 ２）見解 

  現状における介護施設等の利用状況の把握に努め、必要な施設整備について検討し

ていく。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

●初期臨床研修医数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    専門医を目指す医師への助成制度等により、初期臨床研修医にとって、勤務先地域

としての魅力が一定程度増進した。 

  ２）見解 

    おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組んで



 

20 

 

いくこととする。 

 

●看護職員の安定的確保について 

１）目標の達成状況 

民間立養成所の運営を支援するとともに、看護職員の勤務環境改善や研修体制の整

備を推進し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

２）見解 

看護師等養成所の健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的な供給が行われ

ている。また、新人看護研修や、がん・糖尿病等の専門研修によるキャリアアップ、

病院内保育所の運営支援などの勤務環境の改善を通じて、離職防止及び再就業を推進

し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

１）目標の達成状況  

    ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。  

・県全体分達成状況再掲 

２）見解 

・事業対象区域は県全体であるため、県全体の見解と同様とする。 

 

３）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 
■五島区域（目標と計画期間） 

１．目標 

五島区域は、長崎市から西へ約 100km の五島列島のうち、南西部の福江島を中心とす

る区域である。本土と比較して少子高齢化の進行が早く、二次離島においては、介護サー

ビス事業所が存在しない島もある。 

不便な交通アクセスや点在する集落等、離島の実情を十分踏まえたうえで、少子高齢化

に対応するための医療・介護サ供給体制の構築を早急に進めることが必要である。 

 

表 五島区域の現在人口と将来人口の比較 
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 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における施設等の整備を推進し、県

内全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医療現場での活

用などを推進するための機能拡充を行うなどして、医療機関の機能分化・連携を促進

する。 

○地域がん診療連携拠点病院がない本県離島部において、的確な診断によりがんによる

死亡者数減少を図るとともに、治療・術後管理・検査データ管理等に伴う医療従事者

の負担を軽減するための病院の設備整備を支援する。 

【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 

・がん診療における離島病院の設備整備 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○多職種連携による在宅医療を促進するための研修を実施するほか、在宅歯科医療拠点

や訪問看護事業所への支援を行う。また、在宅医療における衛生材料・医療材料の供

給を円滑に行うための体制整備を推進する。 

【目標値】 

・区域内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅）の増加 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県

老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎

県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32 年度）に基づき介護

サービスを提供する施設の整備を行う。 

 【目標値】 

 ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における県内就業を促進する取組への支
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援等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の育成・確保を図るとともに、専

属病理医、発達障害等に対応可能な医師の確保など、個別の地域医療課題の解決を図

る。 

【目標値】 

・病院で採用する初期臨床研修医数の増加（県全体目標再掲） 

・不足している診療科目の医師の確保（県全体目標再掲） 

・需給バランスに対応した看護職員の安定的確保（県全体目標再掲） 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

○介護のイメージアップの取り組みを推進し、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・

後の女性などの多様な人材の参入を図るとともに、人材養成、資質の向上の観点から

特に必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

   ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

２．計画期間  平成 28 年度～令和 6 年度 

 
□五島区域（達成状況）              【継続中（令和２年度の状況）】 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

●病床機能の分化、連携を推進するための施設・設備の整備について 

  １）目標の達成状況 

    医学的リハビリテーションやがん診療に必要な設備を整備し、また、医療機関の

機能分化・連携に資する補助制度の検討を行った。 

  ２）見解 

回復期病床が不足する地域における機器整備やがん診療に対する設備整備を行う

ことで、医療提供体制が充実し、医療機関の機能分化・連携が一定程度進んだ。 

地域医療構想に基づく医療機関の機能分化・連携をより推進するため、翌年度以降

も、引き続き、計画に基づき取り組むこととする。 

 

●地域がん診療病院について 

  １）目標の達成状況 

地域がん診療病院を目指す病院（１箇所）にがん治療のための設備を整備した。 

  ２）見解 

がん診療連携拠点病院がない本県離島部において、がんによる死亡者数減少を図る

ための整備が一定程度進んだ。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 
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●自宅等死亡割合について 

  １）目標の達成状況 

    在宅医療の導入や資質向上のための研修や広報を実施した。また、在宅医療にお

ける衛生材料等の供給体制の構築、周産期母子医療センター等にコーディネーター

を設置し安心して在宅療養するための体制の整備を行ったことで、県民が医療や介

護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続でき

る環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

かかりつけ医の普及定着等、在宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、

周産期母子医療センターへのコーディネーターの設置、在宅医療に必要な医療・衛生

材料の薬局からの提供体制の構築などの体制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

１）目標の達成状況  

    達成状況なし。 

２）見解 

現状における介護施設等の利用状況の把握に努め、次期計画における施設整備につ 

いて検討していく。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

●初期臨床研修医数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    専門医を目指す医師への助成制度等により、初期臨床研修医にとって、勤務先地域

としての魅力が一定程度増進した。 

  ２）見解 

    おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組んで

いくこととする。 

 

●看護職員の安定的確保について 

１）目標の達成状況 

民間立養成所の運営を支援するとともに、看護職員の勤務環境改善や研修体制の整

備を推進し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

２）見解 

看護師等養成所の健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的な供給が行われ

ている。また、新人看護研修や、がん・糖尿病等の専門研修によるキャリアアップ、

病院内保育所の運営支援などの勤務環境の改善を通じて、離職防止及び再就業を推進
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し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

１）目標の達成状況  

    ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。  

・県全体分達成状況再掲 

 

２）見解 

・事業対象区域は県全体であるため、県全体の見解と同様とする。 

 

３）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 
■上五島区域（目標と計画期間） 

１．目標 

上五島区域は、長崎市から西へ約 100km の五島列島のうち、東北部の中通島・小値賀

島を中心とする区域である。県内８区域のうち、最も少子高齢化の進行が早く、介護サー

ビス事業所がない二次離島もある。 

地勢による交通アクセスの困難さや点在する集落等、離島の実情を十分踏まえたうえ

で、医療・介護供給体制の構築を早急に進めることが必要である。 

 

表 上五島区域の現在人口と将来人口の比較 

 

 
  

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における施設等の整備を推進し、県内

全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医療現場での活用な

どを推進するための機能拡充を行うなどして、医療機関の機能分化・連携を促進する。 
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【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○多職種連携による在宅医療を促進するための研修を実施するほか、在宅歯科医療拠点や

訪問看護事業所への支援を行う。また、在宅医療における衛生材料・医療材料の供給を

円滑に行うための体制整備を推進する。 

【目標値】 

・区域内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅）の増加 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県老

人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎県老

人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32 年度）に基づき介護サービ

スを提供する施設の整備を行う。 

【目標値】 

   なし 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における県内就業を促進する取組への支援

等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の育成・確保を図るとともに、専属病

理医、発達障害等に対応可能な医師の確保など、個別の地域医療課題の解決を図る。 

【目標値】 

・病院で採用する初期臨床研修医数の増加（県全体目標再掲） 

・不足している診療科目の医師の確保（県全体目標再掲） 

・需給バランスに対応した看護職員の安定的確保（県全体目標再掲） 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

○介護のイメージアップの取り組みを推進し、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・

後の女性などの多様な人材の参入を図るとともに、人材養成、資質の向上の観点から

特に必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

２．計画期間  平成 28 年度～令和 6 年度 

 

□上五島区域（達成状況）             【継続中（令和２年度の状況）】 
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① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

●病床機能の分化、連携を推進するための施設・設備の整備について 

  １）目標の達成状況 

    医学的リハビリテーションやがん診療に必要な設備を整備し、また、医療機関の

機能分化・連携に資する補助制度の検討を行った。 

  ２）見解 

回復期病床が不足する地域における機器整備やがん診療に対する設備整備を行う

ことで、医療提供体制が充実し、医療機関の機能分化・連携が一定程度進んだ。 

地域医療構想に基づく医療機関の機能分化・連携をより推進するため、翌年度以降

も、引き続き、計画に基づき取り組むこととする。 

 

●地域がん診療病院について 

  １）目標の達成状況 

地域がん診療病院を目指す病院（１箇所）にがん治療のための設備を整備した。 

  ２）見解 

がん診療連携拠点病院がない本県離島部において、がんによる死亡者数減少を図る

ための整備が一定程度進んだ。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

●自宅等死亡割合について 

  １）目標の達成状況 

    在宅医療の導入や資質向上のための研修や広報を実施した。また、在宅医療にお

ける衛生材料等の供給体制の構築、周産期母子医療センター等にコーディネーター

を設置し安心して在宅療養するための体制の整備を行ったことで、県民が医療や介

護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続でき

る環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

かかりつけ医の普及定着等、在宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、

周産期母子医療センターへのコーディネーターの設置、在宅医療に必要な医療・衛生

材料の薬局からの提供体制の構築などの体制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 

  １）目標の達成状況 

 達成状況なし 

２）見解 

・現状における介護施設等の利用状況の把握に努め、次期計画における施設整備につ
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いて検討していく。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

●初期臨床研修医数の増加について 

  １）目標の達成状況 

    専門医を目指す医師への助成制度等により、初期臨床研修医にとって、勤務先地域

としての魅力が一定程度増進した。 

  ２）見解 

    おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組んで

いくこととする。 

 

●看護職員の安定的確保について 

１）目標の達成状況 

民間立養成所の運営を支援するとともに、看護職員の勤務環境改善や研修体制の整

備を推進し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

２）見解 

看護師等養成所の健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的な供給が行われ

ている。また、新人看護研修や、がん・糖尿病等の専門研修によるキャリアアップ、

病院内保育所の運営支援などの勤務環境の改善を通じて、離職防止及び再就業を推進

し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

１）目標の達成状況  

    ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。  

・県全体分達成状況再掲 

２）見解 

・事業対象区域は県全体であるため、県全体の見解と同様とする。 

 

３）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

■壱岐区域（目標と計画期間） 

１．目標 

壱岐区域は、福岡県と対馬の中間地点に位置する壱岐島を中心とした区域であり、長崎

市からは北へ約 110km の距離がある。介護サービスは施設を中心に比較的充実している

が、少子高齢化、核家族化の進行は本土と比較すると早い。 



 

28 

 

また、壱岐島内の精神科医療体制の確保（他県との連携）という課題もある。 

こうした実情を十分踏まえたうえで、少子高齢化に対応するための医療・介護供給体制

の構築を早急に進めることが必要である。 
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表 壱岐区域の現在人口と将来人口の比較 

    

 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における施設等の整備を推進し、県

内全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医療現場での活

用などを推進するための機能拡充を行うなどして、医療機関の機能分化・連携を促進

する。 

○地域がん診療連携拠点病院がない本県離島部において、的確な診断によりがんによる

死亡者数減少を図るとともに、治療・術後管理・検査データ管理等に伴う医療従事者

の負担を軽減するための病院の設備整備を支援する。 

【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 

・がん診療における離島病院の設備整備 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○多職種連携による在宅医療を促進するための研修を実施するほか、在宅歯科医療拠点

や訪問看護事業所への支援を行う。また、在宅医療における衛生材料・医療材料の供

給を円滑に行うための体制整備を推進する。 

【目標値】 

・区域内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅）の増加 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県

老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎

県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32 年度）に基づき介護

サービスを提供する施設の整備を行う。 

 【目標値】 

なし 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 
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○修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における県内就業を促進する取組への支

援等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の育成・確保を図るとともに、専

属病理医、発達障害等に対応可能な医師の確保など、個別の地域医療課題の解決を図

る。 

【目標値】 

・病院で採用する初期臨床研修医数の増加（県全体目標再掲） 

・不足している診療科目の医師の確保（県全体目標再掲） 

・需給バランスに対応した看護職員の安定的確保（県全体目標再掲） 

 

２．計画期間  平成 28 年度～令和 6 年度 

 
□壱岐区域（達成状況）              【継続中（令和２年度の状況）】 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

●病床機能の分化、連携を推進するための施設・設備の整備について 

  １）目標の達成状況 

    医学的リハビリテーションやがん診療に必要な設備を整備し、また、医療機関の

機能分化・連携に資する補助制度の検討を行った。 

  ２）見解 

回復期病床が不足する地域における機器整備やがん診療に対する設備整備を行う

ことで、医療提供体制が充実し、医療機関の機能分化・連携が一定程度進んだ。 

地域医療構想に基づく医療機関の機能分化・連携をより推進するため、翌年度以降

も、引き続き、計画に基づき取り組むこととする。 

 

●地域がん診療病院について 

  １）目標の達成状況 

地域がん診療病院を目指す病院（１箇所）にがん治療のための設備を整備した。 

  ２）見解 

がん診療連携拠点病院がない本県離島部において、がんによる死亡者数減少を図る

ための整備が一定程度進んだ。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

●自宅等死亡割合について 

  １）目標の達成状況 

    在宅医療の導入や資質向上のための研修や広報を実施した。また、在宅医療にお

ける衛生材料等の供給体制の構築、周産期母子医療センター等にコーディネーター

を設置し安心して在宅療養するための体制の整備を行ったことで、県民が医療や介

護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続でき
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る環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

かかりつけ医の普及定着等、在宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、

周産期母子医療センターへのコーディネーターの設置、在宅医療に必要な医療・衛生

材料の薬局からの提供体制の構築などの体制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

 １）目標の達成状況 

   ・達成状況なし。 

２）見解 

・現状における介護施設等の利用状況の把握に努め、次期計画における施設整備につ 

いて検討していく。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

●看護職員の安定的確保について 

１）目標の達成状況 

民間立養成所の運営を支援するとともに、看護職員の勤務環境改善や研修体制の整

備を推進し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

２）見解 

看護師等養成所の健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的な供給が行われ

ている。また、新人看護研修や、がん・糖尿病等の専門研修によるキャリアアップ、

病院内保育所の運営支援などの勤務環境の改善を通じて、離職防止及び再就業を推進

し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

○介護のイメージアップの取り組みを推進し、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・後

の女性などの多様な人材の参入を図るとともに、人材養成、資質の向上の観点から特に

必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

  ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

３）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■対馬区域（目標と計画期間） 

１．目標 

対馬区域は、福岡県から北へ約130km離れた対馬島を中心とした区域であり、離島と

して日本で３番目に大きな島である。介護サービスは施設を中心に比較的充実している

が、少子高齢化の進行が早く、南北に長い島の海岸沿いに小集落が点在している。こう

した実情を十分踏まえたうえで、少子高齢化に対応するための医療・介護供給体制の構

築を早急に進めることが必要である。 

表 対馬区域の現在人口と将来人口の比較 

   

 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

○回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における施設等の整備を推進し、県

内全域を網羅する医療情報ネットワークについて、多職種連携や在宅医療現場での活

用などを推進するための機能拡充を行うなどして、医療機関の機能分化・連携を促進

する。 

【目標値】 

・病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備 

・がん診療における離島病院の設備整備 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

○多職種連携による在宅医療を促進するための研修を実施するほか、在宅歯科医療拠点

や訪問看護事業所への支援を行う。また、在宅医療における衛生材料・医療材料の供

給を円滑に行うための体制整備を推進する。 

【目標値】 

・区域内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自宅）の増加 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

○介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第６期長崎県

老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第７期長崎

県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～32 年度）に基づき介護

サービスを提供する施設の整備を行う。 

【目標値】 
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    ・なし 

  

④ 医療従事者の確保に関する目標 

○修学資金の貸与事業や、看護師等学校養成所における県内就業を促進する取組への支

援等を行うことにより、不足する専門医や看護師等の育成・確保を図るとともに、専

属病理医、発達障害等に対応可能な医師の確保など、個別の地域医療課題の解決を図

る。 

【目標値】 

・病院で採用する初期臨床研修医数の増加（県全体目標再掲） 

・不足している診療科目の医師の確保（県全体目標再掲） 

・需給バランスに対応した看護職員の安定的確保（県全体目標再掲） 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標  

○介護のイメージアップの取り組みを推進し、若年層に加え、中高年齢層や子育て中・

後の女性などの多様な人材の参入を図るとともに、人材養成、資質の向上の観点から

特に必要な分野における研修を実施する。 

【目標値】 

  ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。 

 

２．計画期間  平成 28 年度～令和 6 年度 

 
□対馬区域（達成状況）              【継続中（令和２年度の状況）】 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

●病床機能の分化、連携を推進するための施設・設備の整備について 

  １）目標の達成状況 

    在宅医療導入研修、地域歯科医療連携室や在宅医療連携拠点の設置にかかる説明

会等、「あじさいネット」モバイル端末利用システム導入、訪問看護事業所への相談

支援などを通じて、県民が医療や介護が必要な状態となっても、できる限り住み慣

れた地域で安心して生活を継続できる環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

多職種間で顔の見える関係が構築されるとともに、かかりつけ医の普及定着等、在

宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、地域歯科連携室や在宅医療連携拠

点の設置、在宅医療現場での ICT ネットワーク利用、訪問看護事業所支援などの体

制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 
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●地域がん診療病院について 

  １）目標の達成状況 

地域がん診療病院を目指す病院（１箇所）にがん治療のための設備を整備した。 

  ２）見解 

がん診療連携拠点病院がない本県離島部において、がんによる死亡者数減少を図る

ための整備が一定程度進んだ。 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

●自宅等死亡割合について 

  １）目標の達成状況 

    在宅医療導入研修、地域歯科医療連携室や在宅医療連携拠点の設置にかかる説明

会等、「あじさいネット」モバイル端末利用システム導入、訪問看護事業所への相談

支援などを通じて、県民が医療や介護が必要な状態となっても、できる限り住み慣

れた地域で安心して生活を継続できる環境の整備が一定程度進展した。 

  ２）見解 

多職種間で顔の見える関係が構築されるとともに、かかりつけ医の普及定着等、在

宅医療に対する県民意識の醸成が図られた。また、地域歯科連携室や在宅医療連携拠

点の設置、在宅医療現場での ICT ネットワーク利用、訪問看護事業所支援などの体

制の整備が一定程度進んだ。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこと

とする。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 

  １）目標の達成状況。 

   達成状況なし 

２）県解 

・現状における介護施設等の利用状況の把握に努め、次期計画における施設整備に

ついて検討していく。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

●不足している診療科目の医師の確保について 

１）目標の達成状況 

    一部の診療科目については、手当て支給制度の実施を推進し、そのほかの診療科目

についても人材確保につなげるためのキャリアアップや経済的な支援制度の創設な

ど、不足している診療科目の医師の確保を促進した。 

２）見解 

    小児や救急、精神等について、新生児医療を担う医師の処遇改善、周産期及び新

生児医療のサブスペシャリティ専門医を目指す医師への助成、救急及び精神科専門
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医養成のための奨学金の貸与といった制度を創設し、不足している診療科目の医師

の確保を促進した。 

おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこ

ととする。 

 

●看護職員の安定的確保について 

１）目標の達成状況 

民間立養成所の運営を支援するとともに、看護職員の勤務環境改善や研修体制の

整備を推進し、看護職員の安定的な確保を促進した。 

２）見解 

看護師等養成所の健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的な供給が行わ

れている。また、新人看護研修や、がん・糖尿病等の専門研修によるキャリアアッ

プ、勤務環境の改善を通じて、離職防止及び再就業を推進し、看護職員の安定的な

確保を促進した。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

１）目標の達成状況  

    ・地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保を目指す。  

・県全体分達成状況再掲 

 

２）見解 

・事業対象区域は県全体であるため、県全体の見解と同様とする。 

 

３）目標の継続状況 

  ☑ 令和４年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和４年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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３．事業の実施状況 
 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.１】病床の機能分化・連携を推進する

ための基盤整備 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成２８年８月１日～令和６年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

回復期病床が明らかに不足すると認められる地域における

施設等の整備を推進する必要がある。 

アウトカム指標：平成 28年度基金を活用して整備を行う不

足している回復期機能の病床数 200床 

事業の内容（当初計画） 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを

地域において総合的に確保するため、病床の機能分化、連携

を推進するための施設・設備の整備を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備：

4 箇所整備 

アウトプット指標（達成

値） 

病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備：

0 箇所整備 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：平成 28年度基金を活用して整備した回復

期機能の病床数 0床 

（１）事業の有効性 

本年度分の活用実績はないものの、病床の機能分化・連携

に合致する施設・設備の整備に対して、本事業で補助を行う

ことにより、病床の機能分化・連携の推進が図られるため、

積立を継続している。 

（２）事業の効率性 

効率的な事業実施に向けて、情報収集や団体の意見聴取

などをしたうえで制度設計を行い周知した。 

その他 平成 28年度：    0千円 平成 29年度：    0千円 

平成 30年度：    0千円 令和元年度 ：      0千円 

令和２年度 ：      0千円 令和３年度 ：      0千円 

令和４年度 ：      0千円 令和５年度 ：   0千円 

令和６年度 ：380,000千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.２】 

地域医療構想を担う医療機関等の連携体制

整備事業 

【総事業費】 

2,912千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 全日本病院協会長崎県支部 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では急性期機能が過剰、回復期機能が不足しており、構

想上必要とする病床の機能分化を進めるには、急性期機能

から回復期機能への病床の転換を進める必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な長崎県全域

の回復期機能の病床を令和７年度までに 3000床整備する。 

事業の内容（当初計画） 医療・介護の連携、役割分担の再編を円滑に進めていく為

に、長崎医療圏において各施設持ち回りで多職種向けの研

修を行う。 

○研修会の目的 

地域医療の実態、将来予想、提供体制の検討ができる人

材の育成。病院・施設を超えた顔の見える関係作り。 

○研修会の内容 

医療構想や地域包括ケアについて、多職種・多施設の職員

を対象に研修を行う（長崎医療圏の病院職員を対象。実施

は４施設で持ち回り）。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会開催数：12回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会開催数：11回 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：長崎県全域の回復期病床数 

H27 2,934床 → H30 3,682床 

（１）事業の有効性 

「長崎医療介護人材開発講座」を開催し、医療機関同士の

情報交換行われたことにより、地域医療構想実現のための

リーダーとなる人材の育成が図られた 

（２）事業の効率性 

地域の医療機関が中心となって事業を行うことにより、

機能分化・連携や、在宅医療等に取り組むにあたり、現場で
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直面している課題についてフォーカスすることができてい

る。 

その他 平成２８年度：2,012千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.３】 

医療提供の機能分化に向けた ICT 医療連携

導入支援事業（あじさいネット拡充） 

【総事業費】 

43,102千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療機関の機能分化の推進のために、医療機関間の連携強

化が急務であり、県内全域を網羅する医療情報ネットワー

クについて、多職種連携や在宅医療現場での活用などを推

進するための機能拡充が必要。 

アウトカム指標：「あじさいネット」の登録患者数 

58,000人（H26）→60,000人（H28） 

事業の内容（当初計画） 県内の医療機関等が参加する医療情報ネットワーク「あじ

さいネット」の基盤を活用して、各疾病の管理、地域連携パ

スによる診療連携を可能にするシステムを整備する。また、

あじさいネットを利用した医療機関等の連携や在宅医療現

場での活用などを推進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

「あじさいネット」に参加する医療機関等の数：25機関 

アウトプット指標（達成

値） 

「あじさいネット」に参加する医療機関等の数：37機関（検

査データ共有登録機関） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：「あじさいネット」の登録患者数 89,095

人（H30） 

（１）事業の有効性 

これまで情報提供病院の電子カルテを参照する機能のみ

だったが、情報提供病院、診療所相互間で血液検査データの

共有が可能となった。 

（２）事業の効率性 

県医師会が設置したあじさいネット拡充室において、一

括して事業の管理を行い、医療機関の参加勧奨活動も併せ

て実施している。 

その他 平成 28年度：35,276千円 平成 29年度：0千円 

平成 30年度： 7,826千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.４】 

医療提供の機能分化に向けた ICT 医療連携

導入支援事業（薬局連携） 

【総事業費】 

30,200千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療機関の機能分化の推進のために、医療機関間の連携強

化が急務であり、県内全域を網羅する医療情報ネットワー

クについて、多職種連携や在宅医療現場での活用などを推

進するための機能拡充が必要。 

アウトカム指標：「あじさいネット」の登録患者数 

58,000人（H26）→60,000人（H28） 

事業の内容（当初計画） 県内の医療機関等が参加する医療情報ネットワーク「あじ

さいネット」の基盤を活用して、医療機関等と薬局及び薬局

間で調剤情報を共有可能なシステムを整備するほか、在宅

医療で利用できる環境を整備する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療情報ネットワークを活用した薬局の調剤情報共有 

参加薬局数：11 

アウトプット指標（達成

値） 

医療情報ネットワークを活用した薬局の調剤情報共有参加

薬局数：7 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：「あじさいネット」の登録患者数 63,529

人（H28） 

（１）事業の有効性 

これまで情報提供病院の電子カルテを参照する機能のみ

だったが、薬局の調剤情報の共有可能となり、救急医療や在

宅医療での活用を予定している。 

（２）事業の効率性 

県医師会が設置したあじさいネット拡充室において、一

括して事業の管理を行い、薬局や医療機関の参加勧奨活動

も併せて実施している。 

その他 平成２８年度：22,650千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.５】 

がんの医療体制にかかる機器整備事業 

【総事業費】 

11,469千円 

事業の対象となる区域 五島区域 

壱岐区域 

事業の実施主体 長崎県病院企業団 

事業の期間 平成２８年８月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県離島部は、がん診療連携拠点病院がないことから、住み

慣れた地域でのがん診療を継続して受診できるよう、本土

の地域拠点病院と連携をとりながら、がん診療の均てん化

を推進するなど医療提供体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：離島におけるがん診療提供体制施設整備

区域数  H27：2区域→H28：4区域（全 4区域） 

事業の内容（当初計画） がん診療連携拠点病院がない離島区域において、的確な診

断によりがんによる死亡者数減少を図るとともに、治療・術

後管理・検査データ管理等に伴う医療従事者の負担を軽減

するための設備を整備する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

設備整備施設：２施設 

アウトプット指標（達成

値） 

設備整備施設：２施設 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：離島におけるガン診療提供体制施設整備

区域数 4区域 

（１）事業の有効性 

 離島を多く抱える本県において、離島地域のがん診療水

準を向上させることは、重要な課題であり、その改善に寄与

した。 

（２）事業の効率性 

 がん診療の集約化の観点から、本県では離島地域にがん

診療離島中核病院を設けている。当該事業もがん診療離島

中核病院の診療体制を整備することにより、集約化を促進

させる効率的な執行ができた。 

その他 平成２８年度：5,734千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.６】 

周産期医療の機能分化・連携体制整備事業 

【総事業費】 

12,214千円 

事業の対象となる区域 佐世保県北区域 

事業の実施主体 佐世保共済病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

佐世保県北地域では、分娩を取扱う診療所の減少により、産

科の急性期機能が著しく不足しており、構想上必要とされ

る病床の機能分化を進めるには、当該医療機関に産科機能

を集約させる必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な佐世保県北

地域の産科の急性期機能の病床 30床（H27）→37床（H28）  

事業の内容（当初計画） 佐世保県北地域において、周産期母子医療センターの負担

を軽減するため、地域の産科医療機関病院に母体胎児の監

視システムを整備する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

基幹病院に周産期医療機器を整備（１箇所） 

アウトプット指標（達成

値） 

基幹病院に周産期医療機器を整備（１箇所） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な佐世保県北

地域の産科の急性期機能の病床 37床（H28） 

（１）事業の有効性 

本県の新生児集中治療室（NICU）の病床数は、国の指針

を下回っており、周産期母子医療センターと連携を促進す

るため、佐世保県北医療圏の基幹病院である佐世保共済病

院に、効率的に周産期医療を提供できる機器を導入する支

援を行うものであり、有効である。 

（２）事業の効率性 

効率的に周産期医療を提供できる機器を導入すること

で、一定の高度医療に対応でき、周産期母子医療センターで

ある佐世保市総合医療センターとの一層の連携が図られて

いる。 

その他 平成２８年度：6,107千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.７】 

在宅医療導入研修・啓発事業 

【総事業費】 

911千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 郡市医師会等 

事業の期間 平成２８年８月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療を推進するためには、在宅医療に関わる人材の確

保を図るとともに、住民に対してその重要性を認識しても

らうことが必要。 

アウトカム指標：県内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老

人ホーム及び自宅）H23 15.6％→H29 18.0％ 

事業の内容（当初計画） 郡市医師会が主導して、在宅医療に取り組もうとする病院

関係者への「在宅医療導入研修」を実施する。また、一般住

民向けの講演会などを通じて、在宅医療の重要性を認識し

てもらう。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅医療導入研修会参加者数：720名 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅医療導入研修会参加者数：217名 

事業の有効性・効率性 県内の自宅等死亡割合（老人保健施設、老人ホーム及び自

宅）H28 18.6％ 

（１）事業の有効性 

アウトプット達成値は低いが、医師会や拠点となる医療

機関が研修会を開催することにより、在宅医療関係多職種

の顔の見える関係づくりや専門的な知識の習得の場として

効果がある。また、住民の在宅医療に対する理解が深まり、

在宅医療に携わる人材の育成と住民意識の醸成につながっ

た。 

（２）事業の効率性 

郡市医師会や地域の拠点となる病院が主導することで効

率的に実施が図られた。 

その他 平成２８年度：626千円 平成２９年度：０千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８】 

在宅歯科医療推進に係る拠点連携推進室整

備事業 

【総事業費】 

10,803千円 

事業の対象となる区域 長崎区域 

佐世保県北区域 

県南区域 

事業の実施主体 長崎県歯科医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

入院・入所中から退院・退所後まで切れ間のない口腔ケアの

提供（口腔衛生・口腔機能の管理）体制の構築が必要。 

アウトカム指標：口腔ケア提供体制構築区域 

        H27  3区域→H28 6区域 

事業の内容（当初計画） 「地域歯科医療連携室」を設置し、歯科衛生士を病院、施

設、居宅等へ定期的に派遣し、それぞれの現場で療養者の口

腔衛生・口腔機能の状態をチェックし、必要な指導・助言を

行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域歯科医療連携室設置運営：３箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

地域歯科医療連携室設置運営：３箇所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：口腔ケア提供体制構築区域 H28 6区域 

（１）事業の有効性 

県内で 3 箇所に連携推進室が設置され、在宅支援病院な

ど地域で保健・医療・福祉を支える機関と連携した在宅歯科

医療を進めた結果、誤嚥性肺炎羅患率の減少等の効果がみ

られた。 

（２）事業の効率性 

県歯科医師会が主導することで、県内の拠点整備が効率

的に実施が図られた。 

その他 平成２８年度：7,500千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.９】 

訪問看護支援事業（訪問看護事業所支援） 

【総事業費】 

6,563千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県看護協会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療を充実していくためには、訪問看護師の確保と資

質の向上、訪問看護ステーションの地域偏在の解消に向け

た体制整備が必要。 

アウトカム指標：訪問看護師就業者数 

        H27 541名→H28 571名 

事業の内容（当初計画） 訪問看護の促進、人材確保を図るため以下の事業を行う。 

○訪問看護ステーション運営支援 

 コールセンターの設置・運営、アドバイザーの派遣 等 

○訪問看護ステーションと医療機関との各地域でのネット

ワークづくり 

 近隣施設との合同研修、事例検討 等 

○訪問看護ステーション訪問看護師への研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

アドバイザー派遣による相談対応件数：60件 

研修会参加者数：150人 

アウトプット指標（達成

値） 

アドバイザー派遣による相談対応件数：335件 

研修会参加者数：340人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：訪問看護師就業者数：487名 

 

（１）事業の有効性 

訪問看護師のスキルアップ、質の高い訪問看護の養成に

つながった。また、専任コーディネーターによる相談支援に

より、事業所の安定運営や職場環境の改善等につながった。 

（２）事業の効率性 

県看護協会が主導することで、研修及び相談事業が効率

的に実施された。 

その他 平成２８年度：4,922千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１０】 

在宅医療における衛生材料等の円滑供給の

体制整備 

【総事業費】 

4,200千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県薬剤師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療における衛生材料・医療材料の供給を円滑に行う

ための体制整備が必要。 

アウトカム指標：システム利用薬局数を平成 31年度までに

50施設にする。 

事業の内容（当初計画） ・在宅医療における衛生材料・医療材料の供給を円滑に行

うため、地域で使用する衛生材料等の規格・品目統一化等

の仕組を構築するための協議会の開催 

・拠点薬局の選定、供給体制の整備、流通体制の確保・円滑

な在庫管理のためのシステム開発 

・専門知識を共有するための研修会の開催 

・医療従事者や住民等への広報活動 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

協議会開催回数４回、研修会開催６回開催 

アウトプット指標（達成

値） 

協議会開催回数３回、研修会開催９回開催 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：システム利用薬局数  施設 

（１）事業の有効性 

衛生材料等の規格・品目の統一等の仕組みを整えシステ

ムを構築することにより、薬局から適切な衛生材料の提供

が図られ薬局の在宅医療への参画が促される。 

（２）事業の効率性 

薬局間医療・衛生材料在庫情報共有システム「あるかな」

を構築し、システムの利用方法や衛生材料についての研修

会を県下各地で行うことで医療・衛生材料を円滑に供給で

きる環境が整った。 

その他 平成２８年度：3,150千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１１】 

歯科医療人材育成事業 

【総事業費】 

3,200千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県歯科医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅歯科診療に関わる歯科医師や歯科衛生士が不足してお

り、十分な在宅医療サービスが供給できておらず、人材の確

保が必要。 

アウトカム指標：女性歯科医師・歯科衛生士の再就職者数

（女性歯科医師 10名、歯科衛生士 20名） 

事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療に従事する歯科医師、歯科衛生士を確保する

ため、出産・育児等の一定期間の離職により再就職に不安を

抱える女性歯科医師等に対する必要な相談、研修等を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会参加者数：100人 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会参加者数：100人 

事業の有効性・効率性 女性歯科医師等の再就職者数（人） 

女性歯科医師０人、女性歯科衛生士 10人 

（１）事業の有効性 

歯科医師会が研修会を開催することにより、専門的な知識

の習得の場として効果がある。女性歯科医師の再就職はな

かったが、歯科衛生士については、復職研修会の開催、復職

支援を目的とした交流サイトの開設により、登録者数(254

人）が増え、再就職者数も、H27 の 2 人から、H28 は 10 人

に増加した。 

今回の事業により、カリキュラム・人員配置等の基本的な骨

格ができ、受講者にも概ね評価され、今後の定期的な開催に

つながった。 

（２）事業の効率性 

県歯科医師会が主導することで効率的に実施が図られた。 

その他 平成２８年度：2,400千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１２】 

がん専門医療従事者養成事業 

【総事業費】 

3,690千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎大学病院等 

事業の期間 平成２８年８月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続け

ることができるようにするためには、円滑な退院支援、日常

の療養支援、急変時の対応、看取り等様々な局面で包括的か

つ継続的な在宅医療・介護の提供を行う必要がある 

アウトカム指標： 

がん薬物療法専門医（H27 11名 → H30 14名） 

がん化療認定看護師（H27 11名 → H30 16名） 

がん薬物認定薬剤師（H27  9名 → H30 14名） 

事業の内容（当初計画） 地域の中核となる医療機関等でがん医療の中心的役割を担

っている医療従事者を学会等が主催する教育セミナーへ派

遣し、最新のがん診療に関する知識を習得させる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療従事者の研修会派遣数：60名 

アウトプット指標（達成

値） 

医療従事者の研修会は件数：59名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：がん薬物療法専門医 13名、がん化療認定

看護師 18名、がん薬物認定薬剤師 14名 

（１）事業の有効性 

 がん診療において化学療法や放射線治療等の進歩は著し

く、常に最新の情報を収集する必要がある。外来での治療・

在宅での療養を行うためには各医療機関との連携はこれま

で以上に推進していく必要がある。本事業の実施により、が

ん診療等に精通する人材の育成や医療連携が促進した。 

（２）事業の効率性 

 各医療機関で中心的役割を担う医師・看護師・薬剤師を 

研修に派遣し、そこで習得した内容を地域に還元したため、 

人材育成が効率的に執行された。 

その他 平成２８年度：1,845千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１３】 

在宅等医療人材スキルアップ支援事業 

【総事業費】 

2,185千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療等の資源に比較的恵まれた地域においては、高齢

化により、医療需要が急速に増加すると推計されており、さ

らに人材の確保や質の向上が必要。 

アウトカム指標： 

・在宅医療に携わる人材の養成数 H27：18名→H28：50名 

・精度管理均てん化等研修参加者数 H27：126 名→H28：130 名 

事業の内容（当初計画） ・在宅現場等救急医療活動に資する研修 

・地域包括ケアシステムにかかる精度管理均てん化等研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・在宅現場等救急医療活動研修の開催数：5回 

・地域包括ケアシステム精度管理均てん化等研修の開催数：1回 

アウトプット指標（達成

値） 

・在宅現場等救急医療活動研修の開催数：4回 

・地域包括ケアシステム精度管理均てん化等研修の開催数：1回 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

・在宅医療に携わる人材養成数 53名 

・精度管理均てん化等研修参加者数 114名 

（１）事業の有効性 

 在宅現場で実践できる二次救命処置を学ぶことにより在

宅医療の推進に寄与するほか、臨床検査の精度向上や県下

の各検査施設の均てん化が図られる。また、精度保障された

互換性のあるデータを共有できれば、あじさいネットを利

用した疾病管理システムが有効に機能し、重複検査の防止

や在宅等でもより確実な診断等ができ、地域包括ケアシス

テムにおける多職種連携にも寄与することとなる。 

（２）事業の効率性 

 県医師会が主催者となることで、県下全域の医療機関へ

の周知や、各分野に精通する講師の招致、内容を精査する委

員会の設置など、効率的な運用が図られた。 

その他 平成２８年度：1,323千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１４】 

医療的ケアが必要な在宅障害児等への支援

事業 

【総事業費】 

21,618千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県、社会福祉法人等 

事業の期間 平成２８年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

周産期母子医療センターを退院した小児等に対する在宅療

養の支援体制の整備が十分とは言えず、NICU 病床満床や、

家族の負担が大きい一因となっているため、医療と介護が

連携し、地域で受け入れることができる体制整備が必要。 

アウトカム指標：NICU 病床満床による受け入れ不可能件数 

26件（H27）→46件（H28） 

事業の内容（当初計画） 小児等が周産期母子医療センターの NICU病床等からの退院

後、地域で安心して療養するため、地域のリーダーの養成や

多職種連携による退院支援等を行うアドバイザーの設置な

ど、小児の在宅医療環境を整備し、地域での家族の支援体制

の充実と NICU病床の負担軽減を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児の在宅医療推進拠点整備数 ４箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

小児の在宅医療推進拠点整備数 ４箇所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：NICU 病床満床による受け入れ不可能件数 

26件（H27）→ 29件（H30） 

（１）事業の有効性 

在宅において医療的ケアが必要な小児に関わる訪問看護

師に対して研修を実施し技能向上を図った。拠点となる重

症心身障害児施設に圏域コーディネーターを設置し、地域

のリーダーとして、環境の整備を推進した。 

（２）事業の効率性 

医療機関への事業実施は医療部門が、重症心身障害児施

設等との連携は障害福祉部門が主となり事業を実施するこ

とで、両者の連携が図られている。 

その他 平成 28年度：13,155千円 平成 29年度 ：  0千円 

平成 30年度： 2,093千円 令和元年度 ：2,986千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１５】 

高精度がん放射線治療の集約化と質の均て

ん化事業 

【総事業費】 

1,884千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎大学病院 

事業の期間 平成２８年８月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師・看護職員等の人材確保を図るため、医師確保や離職し

た看護職員に対する復職の支援、勤務環境の改善による職

員の定着支援を行う仕組み等を設け、県内の需給バランス

に対応する必要がある。 

アウトカム指標：放射線治療医の人員の確保及び人材の育

成（H27 10名 → H30 12名） 

事業の内容（当初計画） 高精度放射線治療において共通のプロトコールを作成し、

治療と治療効果・副作用の評価を行うため、共通基盤を適切

に運用できるよう、知識を共有することを目的に、学会が主

催するセミナー等へ医療従事者を派遣する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

放射線治療に携わる医療従事者の研修会派遣数：30名 

アウトプット指標（達成

値） 

放射線治療に携わる医療従事者の研修会派遣数：35名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：放射線治療医の人員 H28 12名 

（１）事業の有効性 

 各拠点施設間で共通の放射線治療評価を行うためのネッ

トワークが構築され、進歩する放射線治療技術に関する知

識を共有することにより、放射線治療に従事する人材の育

成が図られた。 

（２）事業の効率性 

 共通のプロトコールを多施設で運用するための体制が整

備されたことにより、県下統一の精度管理データとして活

用され、放射線治療の質の均てん化を促進させることがで

きた。 

その他 平成２８年度：942千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１６】 

医科・歯科連携に資する人材育成のための

研修会 

【総事業費】 

6,400千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県歯科医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

歯科診療において、入院や施設への入所により診療が中断

してしまうケースが多く、入院、入所中から退院、退所後ま

で切れ目のない口腔ケアの提供（口腔衛生・口腔機能の管

理）体制を構築する必要がある。 

アウトカム指標：医科・歯科連携に資する人材の養成数 

        H27 379名→H28 400名 

事業の内容（当初計画） 適切な口腔ケアにより、口腔がん、食道がんの危険性が低下

する等、医科・歯科連携による患者中心の質の高い医療を推

進するため、平成 26年度に作成したカリキュラムに基づき、

がん、糖尿病等の疾病予防・疾病の早期治療等に有用な医

科・歯科連携に関する研修会を実施し、医科・歯科連携に精

通した人材を育成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会開催数：１５回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会開催数：２２回 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：医科・歯科連携に資する人材の養成数 

        H27 379名→H28 876名 

（１）事業の有効性 

 本事業は、医科歯科連携が必要とされる疾病・事業に関し

て人材を育成し、それぞれの疾病・事業に対応する歯科医療

の提供体制の構築を目指すものであり、有効である。 

（２）事業の効率性 

県歯科医師会が主催者となることで、県下全域の医療機

関への周知や、各分野に精通する講師の招致、内容を精査す

る委員会の設置など、効率的な運用が図られた。 

その他 平成２８年度：4,800千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１７】※事業廃止 

小児・周産期・産科・救急等医療体制整備事

業 

【総事業費】 

０千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間  

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児・産科等診療科目にあっては、医師の確保が非常に困難

となっており、医師等の育成や勤務環境の改善による定着

支援を行う仕組み等を構築し、新生児医療の維持確保を図

る必要がある。 

アウトカム指標：周産期母子医療センターにおける NICU勤

務医の維持 H27  52人 → H28 52人 

事業の内容（当初計画） 新生児医療に従事する小児科医に対する NICU従事手当の助

成並びに新生児医療のサブスペシャリティ専門医を目指す

小児科医への資格修得のための助成等を行うことで処遇改

善を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

処遇改善等に取り組む医療機関への助成数：１医療機関 

アウトプット指標（達成

値） 

 

事業の有効性・効率性  

 

その他 事業廃止 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１８】 

女性薬剤師等の復職支援事業 

【総事業費】 

500千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県薬剤師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師・看護職員等の人材確保を図るため、医師確保や離職し

た看護職員等に対する復職の支援、勤務環境の改善による

職員の定着支援を行う仕組み等を設け、県内の需給バラン

スに対応する必要がある。 

アウトカム指標：復職による薬剤師を平成 31 年度までに 8

名確保する。 

事業の内容（当初計画） ・病院・薬局等で勤務経験のある女性薬剤師等の復職支援

を促進するため、薬剤師確保対策に関する協議会を開催

し、必要な体制の構築を図る。 

・未就業薬剤師への周知。 

・薬剤師会が認可取得している薬剤師無料紹介所における

就職情報の収集提供。 

・就業支援のための実地研修会の開催。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

協議会開催：４回、研修会参加者数２人以上 

アウトプット指標（達成

値） 

協議会開催；２回、研修会参加者数２人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：復職により確保できた薬剤師  名 

（１）事業の有効性 

 地域包括ケアシステムの構築のため在宅業務を担う薬剤

師やそれを支える薬剤師の確保、育成が課題であるが、就業

に不安を抱える女性薬剤師へ研修等を実施することは薬剤

師確保に有効である。 

（２）事業の効率性 

本事業は、県薬剤師会が中心となり、人的ネットワーク等

が活用されるため、効率的な復職支援が可能となった。 

その他 平成２８年度：375千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１９】 

医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費】 

19,808千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療従事者の勤務環境が厳しい中、質の高い医療サービス

を継続的に提供するためには、勤務環境の改善による定着

支援を行う仕組み等を構築し、地域医療を確保する必要が

ある。 

アウトカム指標：医療勤務環境マネジメントシステムに取

り組む医療機関数 H27  2機関→H29 5機関 

事業の内容（当初計画） 医療従事者が健康で安心して働ける環境の整備のため、勤

務環境改善マネジメントシステムにより勤務環境改善に取

り組む各医療機関に対してアドバイザーによる支援、環境

改善に効果的な事業への助成等の総合的・専門的な支援を

行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援対象医療機関数： 6機関 

アウトプット指標（達成

値） 

支援対象医療機関数： 5機関 H28：7機関 

               H29：5機関 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標: 

医療勤務環境マネジメントシステムに取り組む医療機関数 

H27  2機関→H29 5機関 

（１）事業の有効性 

 本事業は勤務環境改善に取り組む医療機関を支援するこ

とにより、病院管理者等への意識向上に寄与した。 

（２）事業の効率性 

 支援対象医療機関へ補助金を交付することにより、医療

機関の勤務環境改善に対する意識の向上が図られるととも

に、勤務環境の改善が加速した。  

その他 平成２８年度：6,615千円 平成２９年度：8,241千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２０】 

ながさき地域医療人材支援センター運営事

業 

【総事業費】 

60,866千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

離島と本土地域の医師の偏在の格差が依然として大きい

中、質の高い医療サービスを継続的に提供するためには、県

内の医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成

支援と一体的に医師不足病院等の支援等を行い、地域医療

を確保する必要がある。 

アウトカム指標：離島の病院等に勤務する医師数 

H24 201人（三師調査より）→H28 206人 

事業の内容（当初計画） 県内の医師の地域偏在等を解消し、地域医療の安定的な確

保を図るため、「ながさき地域医療人材支援センター」（地域

医療支援センター）を運営する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

キャリア形成等支援登録医師数累計：44人 

アウトプット指標（達成

値） 

キャリア形成等支援登録医師数累計：44人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標: 

離島の病院等に勤務する医師数 

H24 201人→H28 208人(H26.12.31三師調査実績) 

（１）事業の有効性 

本事業によって、地域医療の担う医師のキャリア形成支

援と一体的に、医師不足病院等の医師確保の支援を行うこ

とができた。 

（２）事業の効率性 

医師の地域偏在を解消し、離島・へき地地域を含め地域医

療の安定的な確保が効率的に行われた。 

その他 平成２８年度：60,866千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２１】 

看護師等養成所運営等事業 

【総事業費】 

151,285千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 民間立看護師等養成所 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、看

護師等養成所の強化・充実を図り、安定的な運営に向けて支

援することが必要である。 

アウトカム指標：看護職員の確保 

H26 23,665人→H28 26,343人 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の教育内容の充実を図るため、専任教員経

費、部外講師謝金、教材費等運営に係る経費を補助する（民

間立養成所） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

民間立看護師等養成所への経費の補助数（5校 10課程） 

アウトプット指標（達成

値） 

民間立看護師等養成所への経費の補助数（5校 10課程） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：看護職員の確保（H28 26,343人） 

達成値：H28 25,774人 H26年度に比べ、563人増加した。 

（１）事業の有効性 

専任教員経費、部外講師謝金、教材費等運営にかかる経費を

補助することにより、看護師等養成所の教育内容の充実を

図ることができた。 

（２）事業の効率性 

看護師等養成所が健全な運営を通じて、看護職員の計画的・

安定的かつ効率的な供給が行われた。 

その他 平成２８年度：151,285千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２２】 

女性医師等就労支援事業 

【総事業費】 

5,892千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県、長崎大学病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

女性医師等が、出産、子育て等のライフイベントにより離職

する事例が生じていることから、医師等の離職を防止し、復

職を支援する仕組み等を構築する必要がある。 

アウトカム指標：再就業または復帰の意思のある女性医師

の割合 H27  85％→H29  90％ 

事業の内容（当初計画） 出産・育児等による離職を防止し、離職後の再就業に不安を

抱える女性医師等のための相談窓口の設置・運営、復職研修

や子育て中であっても地域医療に従事できるシステムの構

築等の取り組みを行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談窓口対応件数  H27 76件→H29 80件 

アウトプット指標（達成

値） 

相談窓口対応件数  H28：91件 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：再就業または復帰

の意思のある女性医師の割合 H27  85％→H28  91％ 

相談窓口の対応件数の増加もあり、復職意思のある女性医

師の割合も増加した。 

（１）事業の有効性 

 長崎大学病院メディカル・ワークライフバランスセンタ

ーに事業を委託している。センターにおいては、相談窓口事

業、復職トレーニング事業、トップセミナーや各種講演会を

行っており、女性医師等が出産・育児や介護により離職する

ことを防止する効果がある。 

（２）事業の効率性 

 センターは大学病院医局、医学部同窓会、長崎県医師会等

の協力を最も得やすい立場であり、ワークライフバランス

の概念の普及啓発や各種事業を効率的に行っている。 

その他 平成２８年度：5,892千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２３】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】 

10,852千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化等により地域の小児科が減少する中で、休日夜間の

小児の救急医療への対応が困難になっている。医療資源を

効率的かつ効果的に活用するため、不要、不急の救急を可能

な限り抑制する必要がある。 

アウトカム指標：救急受診を 1,300件抑制する。 

（H27実績 1,143件） 

事業の内容（当初計画） 夜間の小児の急な病気やケガ等の際、保護者が医療機関を

受診すべきか判断に迷ったときに、対処方法や受診の要否

について電話で相談に応じる「長崎県小児救急電話相談セ

ンター」を運営する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談件数 10,000件 

アウトプット指標（達成

値） 

相談件数 11,784件 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：救急受診を 1,300件抑制する。 

H27実績 1,143件→H28実績 1,314件 

（１）事業の有効性 

本事業における、相談件数は年々増加しており、また、県

内において小児科医の不足・偏在化が見られる医療環境の

中、症状に応じた適切なアドバイスにより夜間の不要不急

な受診が抑制されるため、小児救急医の負担軽減につなが

っている。 

（２）事業の効率性 

電話医療相談サービスで実績の高い民間事業者に委託し

て実施しており、経験豊富な人材のもと、多種多様な電話相

談に迅速に対応できる体制が取られている。また、県におい

ても、PR カードの配布やＨＰ・広報誌への掲載等を実施し、

事業は効率的に行われた。 

その他 平成２８年度：10,852千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２４】 

小児救急医療体制整備事業 

【総事業費】 

18,664千円 

事業の対象となる区域 佐世保県北区域 

事業の実施主体 佐世保市 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

佐世保県北医療圏においては、小児科医師が特に不足して

おり、当該事業を行う佐世保市の医療機関が２４時間体制

で２次、３次小児救急医療に対応し、医療圏の小児医療を支

えており、小児科医師の確保のための支援が必要になって

いる。 

アウトカム指標：年間 3,500 件の受入患者数を維持する。

（H26実績 3,406件） 

事業の内容（当初計画） 佐世保市が行う小児科医による 24時間 365日対応の２次救

急医療体制を確保するため、運営費等必要な経費について

支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児科医による佐世保県北圏域の２次救急医療体制を 24時

間確保する医療機関数 １箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

小児科医による佐世保県北圏域の２次救急医療体制を 24時

間確保する医療機関数 １箇所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：年間 3,500 件の受入患者数を維持する。

H28 実績 2,472 件 ※周辺医療機関との機能分化・連携

等が進んだことによる結果。 

（１）事業の有効性 

本事業は、特に小児科医師が不足する佐世保県北地域に

おいて、小児科医が常駐して休日・夜間の救急医療体制を行

う医療機関に対し、その運営費等経費について支援を行う

ものであり、有効である。 

（２）事業の効率性 

周産期母子医療センターである公的医療機関が事業を行

っており、佐世保県北地域の小児医療体制全般を把握して

いるため、必要に応じて関係者との連絡調整を行いながら

実施しており、事業は効率的に行われた。 

その他 平成２８年度：12,443千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２５】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費】 

15,942千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の産科医が不足し、周産期母子医療センターの負担が

大きくなっていることから、地域における産科医を確保し、

定着を図る必要がある。 

アウトカム指標：分娩手当助成対象となる機関数 

 平成 27年 10施設→平成 28年：11施設 

事業の内容（当初計画） 産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当等

を支給する分娩取扱機関に対して支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

11医療機関に対し助成し産科医の処遇改善を図る。 

アウトプット指標（達成

値） 

10医療機関に対し助成し産科医の処遇改善を行った。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：分娩手当助成対象

となる機関数 

H27 10機関 → H28 10機関 

（１）事業の有効性 

医療機関において産科医等に支払われている分娩手当て

に対して助成を行うことで、支給制度の実施を推進し、産科

医等の処遇改善を行うことで産科医等の確保を促進した。 

（２）事業の効率性 

 分娩取扱件数に応じて支援を行うため、実態を反映した

効率的な処遇改善が行われた。 

その他 平成 28年度：5,314千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２６】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費】 

35,224千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県、医療機関等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、新

人看護職員の中には、臨床実践能力と看護実践能力の乖離

が原因で離職するものもいることから、臨床実践能力を強

化するため、各医療機関における研修体制を整備する必要

がある。 

アウトカム指標：新人看護職員の離職率 

H27 7.1％→H28 5％ 

事業の内容（当初計画） 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点

から、新人看護職員が就職後も臨床研修を受けられる体制

を整備するため、講師謝金や備品購入費など医療機関が実

施する新人看護職員研修に係る経費の補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新人看護職員研修を実施する 43施設 

アウトプット指標（達成

値） 

新人看護職員研修を実施する施設 35施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標: 

新人看護職員の離職率 H27 7.1％→H28 8％と、前年度

よりわずかながら離職率が上昇した。 

（１）事業の有効性 

新人看護職員が臨床研修を受けられる体制整備を支援す

ることにより、看護の質の向上や、より安全な医療の確保を

促進した。 

（２）事業の効率性 

 新人看護職員の研修体制が整備されることで新人看護職

員の効率的な研修が実施できた。また、単独で研修を実施で

きない他施設の新人看護職員を受け入れる研修を支援する

ことで効率的な研修の実施に寄与した。 

その他 平成 28年度：17,612千円 平成 29年度：△44千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２７】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費】 

134,795千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、子

供を持つ看護職員・女性医師をはじめとした医療従事者の

離職防止、再就業促進のためには、病院内保育所の安定した

運営が必要である。 

アウトカム指標：看護職員の確保 

H26 23,665人→H28 26,343人 

事業の内容（当初計画） 子供を持つ看護職員、女性医師をはじめとする医療従事者

の離職防止及び再就業を促進するため、病院内保育所を設

置する医療機関に対し、保育士の人件費等運営に係る経費

を補助する。  

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所運営施設への経費の補助数（26施設） 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所運営施設への経費の補助数（26施設） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：看護職員の確保（H28 26,343人） 

達成値：H28 25,774人 H26年度に比べ、563人増加した。 

（１）事業の有効性 

 病院内保育所を設置する医療機関に対し、保育士の人件

費等運営に係る経費を補助することにより、子どもをもつ

看護職員、女性医師をはじめとする医療従事者の離職防止

及び再就業を促進した。 

（２）事業の効率性 

病院内保育所の運営が継続されることにより、子どもを

もつ看護職員等が安心して働ける環境が維持され、効率的

な離職防止及び再就業促進に寄与した。 

その他 平成 28年度：89,863千円 平成 29年度：0千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２８】 

離職防止を始めとする看護職員の確保対策

（看護キャリア支援センター） 

【総事業費】 

52,760千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、看

護職員のキャリアに応じた離職防止、就業の支援を県全体

で推進する必要がある。 

アウトカム指標：看護職員の確保 

H26 23,665人→H28 26,343人 

事業の内容（当初計画） 未就業、潜在看護職員の看護技術実践力と就業意欲を高め

るための研修等を実施し、潜在化を防止し再就業を促進す

るとともに離職防止を始めとする看護職員の確保対策を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者数 H27 3,216人→H28 4,000人 

アウトプット指標（達成

値） 

研修受講者数 H28 3,826人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：看護職員の確保（H28 26,343人） 

達成値：H28 25,774人 H26年度に比べ、563人増加した。 

（１）事業の有効性 

 看護職員の安定的な確保を目的に、新人職員や院内の指

導的立場の職員など対象者のキャリアの段階に応じた研修

等、看護職員の離職防止、就業支援及び就労環境改善に資す

る研修・相談事業を実施し、県内の多くの看護職員が利用し

た。 

（２）事業の効率性 

 指定管理者制度を導入し、指定管理者と県で協議しなが

ら計画に沿った事業を効率的に実施できた。 

その他 平成２８年度：52,760千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２９】 

看護師等学校養成所県内就業促進事業 

【総事業費】 

6,583千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 看護師等学校養成所 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、県

内看護職員の確保を図るため、看護師等学校養成所におけ

る県内就業の取組を促進していく必要がある。 

アウトカム指標：新卒看護職員の県内就業率 

H27 58％→H28 64％ 

事業の内容（当初計画） 県内看護師等学校養成所が取り組む県内就業促進に係る経

費を補助する 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内看護師等学校養成所への経費の補助数（10校 17課程） 

アウトプット指標（達成

値） 

県内看護師等学校養成所への経費の補助数（６校７課程） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：新卒看護職員の県内就業率（H28 64％） 

達成値：H28 55.5％ H27年に比べ 2.5％減少した。 

（１）事業の有効性 

学校養成所においては、県内施設に就業する先輩看護師と

の交流等の取り組みを行うことで、学生が県内施設への理

解等を深め、県内就業意欲を高めることに寄与した。 

（２）事業の効率性 

学校養成所の県内就業促進に係る取組を促進し、効率的に

実施できた。 

その他 平成２８年度：6,583千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３０】 

長崎病理医育成・診断センター事業 

【総事業費】 

20,000千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎大学病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の病理医は他の領域と比べて極めて少なく、かつ、高齢

化しており、病理医の養成は急務となっている。 

アウトカム指標：県内のがん診療連携拠点病院における病

理専門医数 H27 11人→H28 12人 

事業の内容（当初計画） 長崎大学病院に設置した長崎病理医育成・診断センターで、

県内外から集まってくる豊富な病理診断データを用いて病

理専門医を養成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病理専門医を目指す研修医等の数 ５人 

アウトプット指標（達成

値） 

病理専門医を目指す研修医等の数 ６人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内のがん診療連

携拠点病院における病理専門医数 H27 11人→H28 16人 

県内のがん診療連携拠点病院にて勤務する病理専門医数は

増加した。 

（１）事業の有効性 

平成 27年度 10月に開設し、平成 28年度３月末現在で、

６名の研修医を育成している。また、県内のがん診療連携拠

点病院における病理専門医数が 16人となった。 

（２）事業の効率性 

病理医の養成に対しての専門性を有する長崎大学病院が

当センターを運営することにより、効率的に病理医の育成

を行った。また、県内の病院に病理医の派遣や、離島の中核

病院の病理診断支援を実施した。 

その他 平成 28年度：15,000千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３１】 

発達障害児地域医療体制整備事業 

【総事業費】 

980千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県、医療機関 

事業の期間 平成２８年９月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

発達障害やその疑いのある児の増加により、専門医療機関

の初診待ちが３～４ヶ月と長期になっている。身近な地域

で早期療育が受けられる体制整備が求められており、発達

障害児の診察が可能な医師の育成及び発達外来開設等に向

け取り組む必要がある。 

アウトカム指標：発達外来を開設する医療機関 １箇所 

事業の内容（当初計画） 発達障害児の診察が可能な医師を育成するとともに、県内

地域医療機関での発達外来開設等に対し支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・発達障害児の診察ができる医師の養成を目的とした研修

を受講する医師数 ６名 

アウトプット指標（達成

値） 

・長崎大学病院等の小児科医師をこども医療福祉センター

で受入れ、研修を実施した。 

 小児科医師 ６名  延べ 27回 

事業の有効性・効率性 小児科医師に対する研修は６名の受講があり目標を達成で

きたが、発達外来の開設に対する支援については実績がな

かった。 

（１）事業の有効性 

事業の実施により小児科医師６名に対し、発達障害の専

門医の養成研修を実施することができた。 

（２）事業の効率性 

発達障害の診察が可能な医師の養成については、大学病

院や民間の医療機関と連携し実施することにより、研修受

講者を確保することができた。また、県医師会を通じて発達

外来の開設に対する助成制度の周知を図った。 

その他 平成 29年度も事業を継続し、専門医の養成や発達外来の

開設に繋げ、発達障害児の受診機会の拡大を図る。 

平成 28年度：653千円 平成 29年度：0千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３２】 

地域連携児童精神医学講座 

【総事業費】 

30,000千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎大学病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

発達障害児の支援については、早期診断・早期療育が重要

とされるが、児童・青年期精神医学を専門とする精神科医師

が少なく、身近な地域で早期療育が受けられる体制整備の

充実が求められているため、児童・青年期精神医学を専門と

する精神科医師の養成が急がれている。 

アウトカム指標：児童・青年期精神医学を専門とする精神科

医師の養成 2名 

事業の内容（当初計画） 長崎大学病院が開設する児童青年期精神医学を専門とする

医師の養成及び研究を目的とした講座運営費用を支援す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

児童青年期精神医学を専門とする医師の養成を目的に、講

義、実地研修、研究を行う講座を受講する医師数 3名 

アウトプット指標（達成

値） 

児童青年期精神医学を専門とする医師の養成を目的に、講

義、実地研修、研究を行う講座を受講した医師数 55名 

事業の有効性・効率性 講座受講者５５名のうち、講座等受講回数８回以上（全１３

回）及び症例報告を行うなどの一定の条件をクリアした医

師１５名を「子どもの心のサポート医」（長崎県独自）とし

て認定することができた。アウトカム指標２名を大きく上

回った。 

（１）事業の有効性 

講座の開設により、児童･青年期の精神医療に関する専門

的知識を持つ、子どもの心のサポート医を認定することが

できた。 

（２）事業の効率性 

インターネット配信による講座を実施したことにより、

多くの医師の講座の受講が可能となり、効率的な実施がで

きたと考える。 

その他 平成２８年度：30,000千円 

 

  



 

70 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３３】 

しまの精神医療特別対策事業 

【総事業費】 

11,234千円 

事業の対象となる区域 上五島区域 

事業の実施主体 長崎県病院企業団 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において医療従事者の確保が困難となる中、上

五島医療圏域は精神科医不在地区となっており、島内で精

神科を受診することができない状況にあることから、当圏

域へ精神科医師を派遣し、受診体制を維持する必要がある。 

アウトカム指標：地域精神保健医療体制の維持  

H27 8圏域→H28 8圏域（全圏域） 

事業の内容（当初計画） 精神科医不在地区である上五島医療圏域へ精神科医師を派

遣する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

診療件数（上五島医療圏域） H28 6,000件 

アウトプット指標（達成

値） 

診療件数（上五島医療圏域） H28 6,330件 

事業の有効性・効率性 地域精神保健医療体制を維持することができた。 

（１）事業の有効性 

 精神科医不在地区へ精神科医師を派遣することにより、

医師等の偏在の解消に寄与することができた。 

（２）事業の効率性 

 上五島医療圏域の精神科患者が島内で受診することがで

きた。 

その他 平成２８年度：11,234千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３４】 

質の高い看護職員育成支援事業 

【総事業費】 

4,341千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療の充実のためには、在宅医療を見据え、医療の高度

化専門分化に対応できる質の高い看護職員を育成し、定着

促進を支援する必要がある。 

アウトカム指標：県内の認定看護師数 

H27 212人→H28 253人 

事業の内容（当初計画） 看護職員の資質向上及び定着促進、地域医療体制の充実の

ため、認定看護師の資格取得に対する研修受講費等の支援

を行う。糖尿病対策等においては、認定看護師への初期研修

の位置づけとして、専門性の高い看護師育成研修を県内で

実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・実務研修受講者数 ６名 

・認定看護師養成補助数 ６名 

アウトプット指標（達成

値） 

・実務研修受講者数 ６名 

・認定看護師養成補助数 ５名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：県内の認定看護師数（H28 253人） 

達成値：H28 243人 H27に比べ、16人増加した。 

（１）事業の有効性 

糖尿病看護師育成研修後のアンケート調査によると、研

修内容の現場活用度は 100％で、研修で得た知識やスキルを

職場で実践されている。また、医療機関への認定看護師研修

受講経費の補助で、県内の認定看護師数が増加し、看護師の

資質向上ひいては定着促進に寄与した。 

（２）事業の効率性 

糖尿病看護師育成研修は、診療報酬（糖尿病合併症管理

料）の要件である糖尿病足病変に係る適切な研修としても

認められた内容であり、事業は効果的にできた。また、認定

看護師研修受講経費は、入学金、授業料、実習費のみを補助

対象としており、効率的に実施できた。 

その他 平成 28年度：3,216千円 平成 29年度：△375千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３５】 

大学地域枠医学修学資金貸与事業 

【総事業費】 

86,192千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域や診療科目により医療従事者の確保が非常に困難とな

っていることから、それらの人材確保を図るため、医師等の

育成や離職した看護職員等に対する復職の支援、勤務環境

の改善による定着支援を行う仕組み等を構築し、医療従事

者の偏在に対応し、地域医療を確保する必要がある。 

アウトカム指標：離島の病院等に勤務する医師数 

H24 201人(三師調査より)→H28 206人 

事業の内容（当初計画） 将来、県内の公的医療機関等に勤務する医師を養成し、離

島・へき地における医師不足の解消を図るため、医学生へ修

学資金を貸与する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新規貸与者数 

 H27 11人→H29 11人 

アウトプット指標（達成

値） 

新規貸与者数：H30 ６人 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標: 

離島の病院等に勤務する医師数 

H24 201人(三師調査実績)→H30 210人 

（１）事業の有効性 

13 人の地域枠医学生へ修学資金の貸与を行うことによ

り、県内の公的医療機関に勤務する医師の養成に寄与した。 

（２）事業の効率性 

 医学生に対する修学資金の貸与により、当該医学生が将

来県内で勤務することが見込まれる。 

その他 平成 28年度： 4,137千円 平成 29年度：66,153千円 

平成 30年度：15,902千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３６】 

医学修学生等実地研修事業 

【総事業費】 

2,494千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域や診療科目により医療従事者の確保が非常に困難とな

っていることから、それらの人材確保を図るため、医師等の

育成や離職した看護職員等に対する復職の支援、勤務環境

の改善による定着支援を行う仕組み等を構築し、医療従事

者の偏在に対応し、地域医療を確保する必要がある。 

アウトカム指標：離島の病院等に勤務する医師数 

H24 201人(三師調査より)→H28 206人 

事業の内容（当初計画） 修学資金を貸与された医学生等を対象としたワークショッ

プ等の実地研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

離島病院等見学者数：15人 

アウトプット指標（達成

値） 

離島病院等見学者数：13人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標: 

離島の病院等に勤務する医師数 

H24 201人→H28 208人(H26.12.31三師調査実績) 

（１）事業の有効性 

 学生の時期に実地研修することで、将来、離島で勤務した

際に、本事業からのリタイアを防止する。 

（２）事業の効率性 

 離島で研修を行うことで、離島医療に対する意欲向上や

認識が深まり、効率的に離島医療に従事する医師を養成で

きる。 

その他 平成 28年度：2,494千円 平成 29年度：0千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３７】 

新・鳴滝塾構想推進事業 

【総事業費】 

40,000千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師臨床研修協議会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医学生の県外志向等の理由により、地域医療を担う医師が

非常に不足している。 

アウトカム指標：県内の病院における研修医マッチング数 

 H27 84人→H29 111人 

事業の内容（当初計画） 長崎県医師臨床研修協議会を設置し、各種の臨床研修医確

保事業等の実施により、県内で従事する医師の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

合同説明会参加人数 137 人 

アウトプット指標（達成

値） 

合同説明会参加人数 137 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内の病院におけ

る研修医マッチング数 H27 84人→H29 111人 

県内の病院における研修医マッチング数が目標を上回っ

た。 

（１）事業の有効性 

 病院見学者の誘致、臨床研修病院合同説明会の開催など

医師確保に向けたさまざまな事業を実施することで初期研

修医の確保に寄与した。 

（２）事業の効率性 

 各機関病院が実施する病院見学や説明会を長崎県医師臨

床研修協議会にて一括して開催することで、より効率的な

病院見学や説明会となり、病院・学生双方のメリットとなっ

ている。 

その他 平成２８年度：10,000千円 平成２９年度：10,000千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３８】 

医師ワークライフバランスサポート事業 

【総事業費】 

4,374千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域で従事する医師の確保が非常に困難となっていること

から、女性医師等の育児と勤務の両立を支援し、定着を図る

必要がある。 

アウトカム指標：保育サポートシステム利用医師数 

 H27 22人→H29 25人 

事業の内容（当初計画） 子育て中の医師であっても臨床に従事できる環境を整備す

る相談員を配置し、保育サポーターの養成を行い医師のワ

ークライフバランスの向上を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

保育サポーター登録者数：89名 

アウトプット指標（達成

値） 

保育サポーター登録者数：107名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

保育サポートシステム利用医師数 

 H27 22人→H29 24人 

（１）事業の有効性 

 育児と勤務の両立を支援するための育児相談員を配置

し、ニーズに沿った保育を提供できるサポーターを育成し、

出産・育児に不安を抱える医師とのマッチングを行い、紹介

することで医師の勤務との両立に寄与した。 

（２）事業の効率性 

 サポーター養成研修会を実施することによりサポーター

の登録・資質向上を行い、利用者の要望にあった支援が提供

できた。 

その他 平成２８年度：1,008千円 平成２９年度：1,179千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３９】 

しまの周産期医療特別対策事業 

【総事業費】 

20,000千円 

事業の対象となる区域 上五島区域 

事業の実施主体 長崎県病院企業団 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において医療従事者の確保が困難となる中で、

上五島医療圏域は産科医不在地区となっており、上五島医

療圏における分娩体制を早急に構築する必要がある。 

アウトカム指標：産科常勤医師の確保 １名 

事業の内容（当初計画） 分娩数が減少している離島地域における周産期医療提供体

制の維持のため、長崎県病院企業団が行う分娩体制構築事

業に対して、地元自治体と連携して補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

分娩体制構築事業への補助支援：１団体 

アウトプット指標（達成

値） 

分娩体制構築事業への補助支援：１団体 

事業の有効性・効率性 産科常勤医師の確保は実現していないが、当事業の実施に

よる上五島医療圏域での分娩数は維持されている。 

分娩数 H27：100件→H28：115件 

（１）事業の有効性 

 本事業により、上五島医療圏域における分娩体制が構築

され、安心して出産できる環境が維持されている。 

（２）事業の効率性 

 病院企業団への補助により、長崎大学及び長崎医療セン

ター、新上五島町を含めた体制整備が図られ、効率的な基金

の運用が図られた。 

その他 平成２８年度：15,000千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４０】 

歯科衛生士養成所の多職種連携機能強化事

業 

【総事業費】 

81,116千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県歯科医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においては、急性期から在宅医療までの患者の流れを

構築するため、多職種連携を強化することが重要であり、特

に口腔ケアについて医科との連携のもと、在宅で活躍でき

る歯科衛生士の育成を図る必要がある。 

アウトカム指標：在宅歯科医療を行う歯科診療所への就業

率 H27：20%→H29：19.4％ 

事業の内容（当初計画） 在宅での口腔ケアに関わることができる歯科衛生士を育成

するため、歯科衛生士専門学校のマネキン等研修設備を更

新 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

設備が整備された養成所 １箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

設備が整備された養成所 １箇所 

事業の有効性・効率性 在宅歯科医療を行う歯科診療所への就業率 

H27：20%→H29：19.4％ 

（１）事業の有効性 

 地域医療構想においては、慢性期の患者の増加に対応す

るため、在宅医療の充実を推進しており、入院から在宅まで

の切れ目のない歯科医療体制の構築、在宅における口腔ケ

アの充実が図られた。 

 

（２）事業の効率性 

 歯科衛生士の教育用設備を高度化し、在宅における口腔

ケアなどに対応できる人材の育成が図られた。 

 

その他 平成２９年度：30,000千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.４１】 

周産期医療の機能分化推進事業 

【総事業費】 

139,209千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 国立大学法人 長崎大学病院（地域周産期母子医療センター） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高度な診療を必要とするハイリスク妊娠や低出生体重児の

増加に対応するため、第２期長崎県周産期医療体制整備計

画や地域医療構想において、各周産期母子医療センターと

地域の周産期医療機関とのネットワークを強化することと

している。そのため、長崎大学病院の施設・設備の整備によ

り、周産期医療のネットワークを強化して、県内の周産期母

子医療センターと一層の機能分化と医師の適正な配置を図

る。 

アウトカム指標：乳児死亡率と新生児死亡率を全国平均以

下にする（H26 乳児死亡率 1.7 新生児死亡率 0.8（出生

千対））。 

事業の内容（当初計画） 長崎大学病院（地域周産期母子医療センター）の施設・機器

整備を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

長崎大学病院（地域周産期母子医療センター）の施設・機器

整備 １箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

長崎大学病院（地域周産期母子医療センター）の施設・機器

整備 １箇所 

事業の有効性・効率性 全国 R1 実績 乳児死亡率 1.9、新生児死亡率 0.9(出生千対） 

本県 R1 実績 乳児死亡率 2.6、新生児死亡率 1.3(出生千対) 

（１）事業の有効性 

 地域周産期母子医療センターである長崎大学病院への施

設・機器整備を実施することで、NICU 等の病床数の増加

に繋がり、国の指針で示されている NICU 病床数の基準を

達成することが出来た。 

 

（２）事業の効率性 

 地域周産期母子医療センターである長崎大学病院へ施

設・機器整備を行うことで、総合周産期母子医療センター

の指定へと繋がり、県内の周産期医療従事者の確保等に寄
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与することができる。  

その他 令和元年度：過年度積立金残額で実施 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.40】長崎県介護施設等整備事業 【総事業費】 

118,662千円 

 

事業の対象
となる区域 長崎圏域・佐世保県北圏域 

事業の実施
主体 長崎県 

事業の期間 平成 29年 4月 3日～令和 2年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある
医療・介護ニ
ーズ 

介護を必要とする高齢者やその家族の多様なニーズに応えるため、居宅における

サービス提供体制の整備を含む、介護サービス提供体制の構築。 

アウトカム指標：特別養護老人ホームの待機者のうち、要介護 3 以上の在宅待機

者数の減（平成 27年 4月 1日現在 1,379人） 

事業の内容
（当初計画） 

・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所       1箇所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  1箇所 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

・介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修の整備に対して支援を行

う。 
・介護施設等における看取りに対応できる環境整備に対して支援を行う。 

・障害者と交流することにより高齢者が地域において自立した日常生活を営む

ことができるようにするために必要な改修等に対して支援を行う。 

アウトプッ
ト指標（当初
の目標値） 

介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第 6 期長

崎県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第 7

期長崎県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～令和 2 年度）

に基づき介護サービスを提供する施設の整備を行う。 

 

・小規模多機能型居宅介護事業所       1箇所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  1箇所 

アウトプッ
ト指標（達成
値） 

・小規模多機能型居宅介護事業所       1箇所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  1箇所 
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事業の有効

性・効率性 （１）事業の有効性 

平成 29 年度は既存施設のプライバシー保護のための改修、平成 30 年度以降、

目標に掲げる対象施設の整備を実施した。地域密着型サービス施設等の整備によ

り介護を必要とする高齢者やその家族の多様なニーズに応える必要があることか

ら、事業の有効性は衰えておらず、引き続き居宅におけるサービス提供体制の整備

を含む、介護サービス提供体制構築に向けた取組を進める。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.42】イメージアップ事業 【総事業費】 

5,208 千円 

 

事業の対象
となる区域 県全体 

事業の実施
主体 長崎県 

事業の期間 平成 28年 4月 1日～令和 2年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある
医療・介護ニ
ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見据えて、地域包

括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数 

…３２，１２２人 

事業の内容
（当初計画） 

介護職についての全体的なイメージアップを図るため、11月の介護の日前後

に、県民を対象とするフォーラムを開催する。 

フォトコンテストの展示会を県内各地（２１ヶ所）で開催する。 

アウトプッ
ト指標（当初
の目標値） 

対象：一般、定員：500名、回数：１回 

アウトプッ
ト指標（達成
値） 

対象：一般、参加者：471名、回数：1回 

事業の有効

性・効率性 
（１）事業の有効性 

広く一般県民に対して啓発イベントを開催することで、介護の魅力についてア

ピールを行い、一定のイメージアップが図られた。 

（２）事業の効率性 

イベントの実施について県社会福祉協議会に委託し、老人福祉施設協議会や介

護福祉士会など関係団体による実行委員会がイベントの企画・運営を行ったこと

により、業務の効率化が図られた。 

その他 令和元年度：5,208 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.48】合同面談会 【総事業費】 

9,762 千円 

事業の対象
となる区域 県全体 

事業の実施
主体 長崎県 

事業の期間 平成 28年 4月 1日～令和 2年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある
医療・介護ニ
ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見据えて、地域包

括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数 

…３２，１２２人 

事業の内容
（当初計画） 

少子高齢化の進展、労働人口の減少から長崎県内の社会福祉施設・事業所にお

ける人材確保は困難な状況が続いている。介護分野への就職機会の拡大、長崎県

内の社会福祉施設・事業所等の人材確保の充実を図るため、人事担当者との個別

面談の機会を提供し、効果的な人材確保と円滑な採用活動を目的に合同面談会を

実施する。 

アウトプッ
ト指標（当初
の目標値） 

平成２９年度まで 4回（長崎市 2回、佐世保市、大村市各 1回）開催、参加者 250

名/回(見込み） 

平成３０年度から 5回（長崎市３回、佐世保市２回）開催、参加者 100名／回

（見込み） 

アウトプッ
ト指標（達成
値） 

回数：７回（長崎市３回、佐世保市２回、諫早市１回、大村市１回） 

参加者：３２６名 

事業の有効

性・効率性 
（１）事業の有効性 

合同面談会を開催することで、参加求職者と求人事業所担当者との面談の機会

を提供することにより、就職につながった。 

合同面談会を通じて、新規求職者の確保につながった。 

（２）事業の効率性 

委託先である県社会福祉協議会は、事業所の人事担当者との人脈を有し、円滑な

事業運営を行うことができ、効率化が図られた。 

その他 令和元年度：9,762 千円 

 

 


